
令和３年１１月三重県

令和４年度予算の確保に向けた

国への要望
（国土交通省関係分）
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地方整備局等の人員確保

当初予算を含めた国土強靱化予算の確保必要かつ十分な国土強靱化予算の確保

６ 防災・減災、国土強靱化の強力かつ計画的な推進
（１）災害に屈しない県土づくりのための防災・減災、国土強靱化の強力かつ計画的な推進

１ 地方自治体が中長期的な見通しのもと、強力かつ計画的に防災・減災、国土強靱化を推進するため、必要かつ十分な予算を、
当初予算を含め、通常の予算とは別途、計画的・持続的に確保すること。

２ 災害発生時における地方自治体への迅速な支援に加え、地域の防災・減災、国土強靱化を加速化するため、地方整備
局等の人員の確保・充実を継続的に図ること。

【県土整備部】

要望
内容

～ 「強靱な美し国三重」をめざして ～

１

地方整備局・北海道開発局
の定員の推移

(2001)

 地方整備局等の定員は、この
２年間は微増したが、20年前
に比べて２割以上減少

 災害時の迅速な地方自治体支
援や事前防災・減災対策等に
従事する人員はまだまだ必要

(地方整備局等発足時)

(2006) (2011) (2016) (2021)

（定員人）３０,４００

２３,５１８

H13.1

地方整備局等の人員の
継続的な確保・充実を！必要かつ十分な予算を、通常の予算とは別途、計画的・持続的な確保を！

道路冠水対策

国道３６５号（四日市市）

 20mm/h以上の降雨でアンダー
パスにおいて冠水被害が発生※

※年２回程度発生

対策前

 令和２（2020）年９月の台風
第 1 0号による 7 3ｍｍ/ hの
豪雨でも冠水被害なし

三重県独自の５年後の達成目標を設定

法面・盛土の土砂災害防止対策 河口部の大型水門・樋門等の耐震化

国土強靱化対策を強力かつ計画的に推進！

要対策

１４９箇所

現状
１３％

５年後
約４０％

１９箇所

約６０箇所

３か年緊急対策により既に効果が発現

現状
２０％

５年後
約５０％

要対策

２０施設

４施設

約１０施設

３か年緊急対策で実施 ３か年緊急対策で実施

公共事業の早期執行を実現

 令和元（2019）年度実績並みの
上半期契約率65％を目標に設定

 令和３（2021）年度は目標を15％
上回る

５か年
加速化
対策

員弁川河川改修に伴う橋梁架替工事

員弁川

引堤
P1

A2

A1

補正予算の課題例

５か年
加速化
対策

P3
P2

県道桑名大安線桑部橋（桑名市）

 半年以上の工期が必要であった
が、補正予算では出水期（５～10
月）を除いた５か月しか工期が取
れないため、国土強靱化予算が
使えなかった

緊急輸送道路



国道４２２号
下地志子

国道１６３号
寺田橋

名阪国道

中勢バイパス

熊野尾鷲道路

北勢バイパス

近畿自動車道

紀勢線

伊勢志摩連絡道路

名神名阪連絡道路

伊勢湾岸自動車道

勢和多気ＪＣＴ

大宮大台ＩＣ

尾鷲北ＩＣ

海山ＩＣ

紀勢自動車道

有料道路区間

(NEXCO管理)

新名神高速道路

大安ＩＣ

四日市ＪＣＴ

紀伊長島ＩＣ

伊勢自動車道

賀田ＩＣ

三木里ＩＣ

熊野大泊ＩＣ

東海環状自動車道

桑名東部拡幅
（伊勢大橋架替）

熊野尾鷲道路（Ⅱ期）

磯部バイパス

凡 例

（熊野川河口大橋(仮称)含む）
新宮紀宝道路

熊野ＩＣ
熊野道路

鈴鹿亀山道路

尾鷲南ＩＣ

ＩＣ、ＪＣＴ名には仮称を含む

紀宝熊野道路

国道１６７号

松阪多気バイパス

名神高速道路

紀宝ＩＣ

国道１６９号奥瀞道路（Ⅲ期）

（直轄権限代行事業）

三重県内の主要事業図（道路局）

鈴鹿四日市道路

国道４７７号
菰野バイパス

国道３６５号
東員工区

東員ＩＣ

国道４７７号 尾平工区

国道３６８号
下太郎生

国道１６３号
片田バイパス

国道３６８号
仁柿峠

国道２６０号
船越

国道３６８号
上長瀬

国道３１１号
賀田拡幅

国道２６０号
東宮河内

国道３０９号
五郷

国道３１１号
甫母拡幅Ⅱ期

国道３６８号
奥立川

亀山西ＪＣＴ

国道４２２号
大原

国道４２号
池の浦橋

令和８年度

開通見通し
令和６年度

開通見通し

令和２年度

新規事業化

令和３年８月２９日開通

令和２年度

４車線事業化

鈴鹿環状線

四日市鈴鹿環状線

鈴鹿PASIC

四日市インターアクセス道路

菰野ＩＣ

新四日市ＪＣＴ

北勢ＩＣ

紀勢大内山ＩＣ

令和３年度

４車線事業化

早期事業化を！

近鉄四日市駅
交通ターミナル
令和３年度新規事業化

津駅周辺道路空間再編

優先整備区間

御浜ＩＣ

多気ヴィソンSIC

亀山ＪＣＴ

木曽岬弥富停車場線 三崎

国道３６５号
小牧拡幅

国道25号
加太

蓮峡線 七日市

国道166号 富永工区

田丸停車場斎明線

高奈上三瀬線 長ケ

度会玉城線

浜島阿児線
塩屋

鳥羽磯部線 松尾Ⅱ工区

矢口浦上里線

国道３１1号
新鹿

御浜紀和線 西原

国道３６８号
伊賀名張拡幅1工区

国道３６８号
伊賀名張拡幅2工区

香良洲公園島貫線（香良洲橋）〔R3完了〕

信楽上野線（新服部橋）〔R3完了〕

直轄国道
（事業区間）

高規格幹線道路

地域高規格道路他
（事業区間）

直轄国道他
（管理区間）

未供用

直轄国道
（未事業化区間）

地域高規格道路他
（計画路線）

供 用

未供用

供 用

未供用

供 用

県管理道路
（事業区間）未供用

供 用

高
規
格
道
路

一
般
広
域
道
路
県
管
理

道
路

熊野新鹿ＩＣ

一志出家線
中川原橋

令和６年度

開通見通し

令和６年秋頃

開通見通し

令和５年度

開通見通し

関バイパス

国道306号川崎庄内バイパス

国道３６８号勢和

高奈上三瀬線 下三瀬

紀宝川瀬線 新宮紀宝道路アクセス

国道４２１号
大安ICアクセス道路

磯山バイパス

無料道路区間

（国管理）

名
古
屋
第
二
環
状

自
動
車
道

四日市湾岸道路
桑名川越線

奈良中部熊野道路

【
県
土
整
備
部
】

２

亀山PASIC

大山田PA

桑名大安線
桑部橋
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東海環状自動車道の整備推進、新名神高速道路６車線化の早期事業化、東名阪自動車道大山田ＰＡスマートＩＣ（仮称）の調査着手

中京圏のものづくりを支える東海環状自動車道

【県土整備部】３

要望
内容

１ 東海環状自動車道について、県境トンネル工事に早期着手するとともに、令和８（2026）年度の全線開通に向けて着実に整備を
推進すること。

２ 新名神高速道路四日市ＪＣＴ～亀山西ＪＣＴ間の６車線化について、早期事業化すること。
３ 東名阪自動車道大山田ＰＡスマートＩＣ（仮称）について、国による準備段階調査に早期着手すること。

物流の効率化に寄与し、生産性向上に資する新名神高速道路

県境トンネル 約4.7㎞

岐
阜
県
海
津
市

北工事 約2.7㎞南工事 約2㎞

工期約52ヵ月

三
重
県
い
な
べ
市

R6(2024)年度
開通見通し
着実な整備を！

R8(2026)年度開通見通し (海津PASIC)

養老IC

（北勢IC）

大安IC

H31(2019)年3月開通
東員IC

新四日市JCT

養老JCT

トンネル工事の
早期着手を！

県境トンネル

全線開通に向けて工程の要となる
県境トンネル工事の進捗が重要！

三重県

岐阜県

早期工事着手を！

E1

E1A

E23

C3

東海環状自動車道の着実な整備に向けて県境トンネル工事の早期着手を！ 名古屋～大阪間のトラック隊列走行を実現する
四日市JCT～亀山西JCT間の6車線化を！

供用区間
4車線
事業化区間

6車線
供用区間

6車線
事業化区間

早期事業化を！着実な整備を

浜
松
Ｓ
Ａ

遠
州
森
町
ｐ
Ａ

四日市港

全線開通を見越し、集客施設や防災拠点を整備

国による準備段階調査の早期着手を！

〇現在の状況
・桑名市において計画検討・調整段階
・必要性の確認に向けた勉強会を実施中

〇スマートICの整備効果
・工業団地から高速道路へのアクセス向上が図られ、
物流の効率化や更なる企業誘致を期待

・浸水区域を迂回する高速道路へのアクセス確保に
より、防災機能が強化

※SIC を含む土地区画整理事業（組合施行）を予定

供用状況
暫定
4車線

未供用
（事業中）

暫定
4車線

完成
6車線

暫定
4車線

完成
6車線

暫定
4車線

未供用
（事業中）

暫定
4車線

６車線化 未事業 事業中
※１

R4年度より
順次開通

未事業 完成 未事業 R2.12完成 未事業 未事業 未事業

※１城陽JCT～八幡京田辺JCTを除く

工期約42ヵ月

R4年度第1四半期

工事契約予定

R3年８月16日

工事契約済

E1

E1A

E1

E1A

いなべ市農業公園●

●いなべ市防災倉庫

養老山地

産業活動を支援し、防災機能を強化する東名阪大山田PAスマートIC（仮称）

後続車無人隊列走行技術を実現

■北勢IC周辺に防災拠点施設を整備

区画整理事業
（計画中）

■いなべ市農業公園内のアウトドア施設が
オープン

ドッグラン付きオートキャンプ場
「やまてらす」を新たに増設！

令和3(2021)年7月
OPEN！

キャンプサイト 全17サイト

（コテージ トレーラサイト等）

ドッグラン 約3,000m2

（梅林、花広場、パークゴルフ場など）

いなべ市農業公園

東海エリア最大級

梅まつり開催時には

1ヵ月で約8万人が来場

令和2(2020)年9月完成

いなべ市防災拠点倉庫

緊急避難場所、

防災拠点倉庫など

約3haの防災拠点

施設整備が

令和3(2021)年

9月完成

●いなべ市役所

いなべ市役所

令和元(2019)年5月新設移転

７ 「国民の安全・安心の確保」、「社会経済活動の確実な回復と経済好循環の加速・拡大」、「豊かで活力ある地方創りと分散型の国づくり」に資する社会資本整備の推進

洪水浸水想定区域
高潮浸水想定区域
洪水かつ高潮の想定区域
土砂災害警戒区域
土砂災害特別警戒区域



奈良県

三重県

勢和多気JCT

尾鷲南IC

尾鷲北IC

東紀州地域

紀勢大内山IC

熊野大泊IC

（新宮北IC）

（御浜IC）

（熊野IC）

和歌山県

大宮大台IC

紀伊長島IC

東紀州地域の国土強靱化や、地方創生を支える近畿自動車道紀勢線

【県土整備部】

紀勢自動車道および熊野尾鷲道路の４車線化の完成を！

熊野道路（6.7km）
平成26（2014）年度
事業化
整備推進を

新宮紀宝道路（2.4km）
平成25（2013）年度
事業化
令和６(2024)年秋頃
開通予定に向けて
着実な整備を

紀宝熊野道路（15.6km）
令和元（2019）年度
事業化
早期用地取得・整備推進を

要望
内容

１ 地方創生、国土強靱化に資する「命の道」近畿自動車道紀勢線のミッシングリンク解消に向けて熊野道路、紀宝熊野道路
および新宮紀宝道路の整備を推進し、高速道路紀伊半島一周を早期実現すること。
２ 紀勢自動車道および熊野尾鷲道路について、４車線化事業中区間の早期完成を図るとともに、残る無料区間を含めた２車
線区間の４車線化の早期事業化を図ること。

「命の道」紀伊半島一周高速道路の早期実現を！

４

勢和多気JCT

（高
速
自
動
車
国
道

）

（
一
般
国
道

）

Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｃ
Ｏ
有
料

勢和多気IC

大宮大台IC

紀勢大内山IC

紀伊長島IC

海山IC

尾鷲北IC

三木里IC

尾鷲南IC

賀田IC

熊野新鹿IC

熊野大泊IC

令和３(2021)年度４車線化事業着手
勢和多気JCT～大宮大台IC
延長 10.9km

令和２(2020)年度４車線化事業着手
大宮大台IC～紀勢大内山ICの内一部
延長6.2km

４車線化未事業化区間

令
和
元(

２
０
１
９)

年
度

優
先
整
備
区
間
に
選
定

４
車
線
化
未
事
業
化
区
間

Ａ

Ａ’

紀
勢
自
動
車
道

熊
野
尾
鷲
道
路

＜暫定２車線の課題＞
①時間信頼性
・低速車に起因する速度
低下

②重大事故多発
・対面通行による事故発
生時の通行止リスク

③ネットワークの代替性・
機能強化
・南海トラフ地震等災害時
の通行止リスクや、復旧・
支援ルートの機能強化

開通済み

事業中

直
轄
無
料

海山IC

着実に整備が進む新宮紀宝道路

熊野川河口大橋（仮称）

紀宝町

７ 「国民の安全・安心の確保」、「社会経済活動の確実な回復と経済好循環の加速・拡大」、「豊かで活力ある地方創りと分散型の国づくり」に資する社会資本整備の推進

「命の道」紀伊半島一周高速道路の早期実現、紀勢自動車道および熊野尾鷲道路の４車線化の完成

（紀宝IC）

令和３(2021)年８月開通



３路線の整備後

南北主要幹線道路のダブルネットワーク化が地域課題の解決につながる北勢バイパス、鈴鹿四日市道路、中勢バイパス

【県土整備部】

１ 国道23号鈴鹿四日市道路の整備を推進すること。
２ 国道１号北勢バイパス、国道23号中勢バイパスの全線開通に向け整備を推進すること。

要望
内容

Ｅ２３

社会経済活動の基盤となる道路

松阪市

５

Ｅ２３

Ｅ１Ａ

1

四日市市

鈴鹿市

津市

23

23

477

整備推進を！

4工区
令和5(2023)年度
開通見通し！
この開通により
全線暫定開通！

既開通区間の
４車線化や
立体化を！

R477BP以北
令和6(2024)年度
開通見通し！

令和３(2021)年秋
測量着手！
整備推進を！

中
勢
バ
イ
パ
ス

鈴
鹿
四
日
市
道
路

北
勢
バ
イ
パ
ス

出典：工業統計調査（R１）

■三重県製造品出荷額市町別内訳

国道23号
沿線４市で
5割以上！

ダブルネットワーク化が実現

ダブルネットワーク化によるルートの確保

物流の定時性が向上

企業活動の生産性向上が期待！

【三重県立総合医療センター】
・県内唯一の基幹災害拠点病院
・ヘリポート、災害用備蓄倉庫、
自家発電装置が整備

凡例
：津波浸水想定区域
：液状化危険区域
：主要渋滞箇所

南海トラフ地震が
発生した場合

重症患者の確実
な搬送が可能！

国道23号の機能が
停止する恐れ

安全な山側
ルートが確保

開通を見越し、沿線の企業立地が活発に

第７製造棟の完成イメージ図 提供：キオクシア

北中勢地域で
慢性的な渋滞
が多発！

■国道23号の渋滞状況（四日市市内）

国道23号沿線に
産業が集積

令和4(2022)年春

第1期分竣工予定

世界最大規模のフラッシュメモリ製造工場で
新製造棟の建設に着手

キオクシア（株）●

北勢BP沿線の
キオクシア㈱
四日市工場の
従業員数は、
約１０年で

最大２倍に！
※3,383人(H19)が、

6,700人(H30)に増加！

大里窪田町出口交差点

立体化推進を！

長岡宮ノ前交差点

四車線化推進を！

国道２３号鈴鹿四日市道路の整備推進、国道１号北勢バイパスおよび国道23号中勢バイパスの全線開通に向けた整備推進

７ 「国民の安全・安心の確保」、「社会経済活動の確実な回復と経済好循環の加速・拡大」、「豊かで活力ある地方創りと分散型の国づくり」に資する社会資本整備の推進
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沿線工業団地

市内その他

要望 

内容 

１ 国道１号桑名東部拡幅の老朽化著しい伊勢大橋の架替について、強力に整備を推進すること。 

２ 国道42号松阪多気バイパスの朝田町南交差点立体化について、着実に整備を推進するとともに、４車線化の事業着手すること。 

３ 名神名阪連絡道路について、連携して計画の具体化を図るとともに、「重要物流道路」として指定すること。 

７ 「国民の安全・安心の確保」、「社会経済活動の確実な回復と経済好循環の加速・拡大」、「豊かで活力ある地方創りと分散型の国づくり」 に資する社会資本整備の推進 

国道１号桑名東部拡幅（伊勢大橋架替）および国道４２号松阪多気バイパスの整備推進、名神名阪連絡道路の計画の具体化 

物流効率化・産業振興に大きく寄与する 朝田町南交差点の立体化で企業の生産性向上に 

寄与する 国道４２号松阪多気バイパス 国道１号桑名東部拡幅（伊勢大橋架替） 

既開通区間の渋滞を解消 重量制限解除で大幅な物流効率化を実現 

生産拠点 

生産拠点 

 

桑名東 IC 

伊勢大橋の耐荷力不足により 20ｔ超過

車両（特車）の通行が制限されている 

国際海上コンテナ(40ft背高)車両 

【生産拠点間の輸送時間短縮】 

約２割短縮 

【伊勢大橋架替後のルート】 
往復 約５０分 

【現在の迂回ルート】 

往復 約７０分

往復 約６５分 ※所要時間の算定 

 

朝田町南 
交差点 

バイパス全線開通後、交通量の増加に伴い、 

朝田町南交差点のバイパス部の渋滞が悪化 

① 

至 津市

至 

伊
勢
市

至 尾鷲市

松阪 IC

多気町役場

松阪市役所

至 

伊
勢
市

59
伊
勢
自
動
車
道

至 

奈
良
県

勢和多気 IC

松阪第２環状線

松阪中核

松阪多気バイパス 

沿線工業団地の 

企業進出状況

国

道

4

2

号 

松

阪

多

気

バ

イ

パ

ス 

H29.1 開通 

Ｈ30.3 開通 

H21.3 開通 

H19.3 開通 

❷ 

❶ 

❸ 

❹ 

上川

新
規
立
地
・
増
設
企
業
数
累
計 

（年度）※松阪市提供資料より作成

区間❸ 
開通 

区間❷ 
開通 

区間❶  

開通 

沿線工業団地： 

松阪中核工業団地・ 

上川工場団地 

市内その他： 

松阪市内の工業団地等 

朝田町南交差点 
交差

国道 42 号 松阪多気バイパス

高速道路

国道

主要地方道

一般県道

主要渋滞箇所

DID 人口集中地区

①

（社）

全線開通前 全線開通 

1年後 
全線開通直後   

渋滞長が約３倍に増加 

朝田町南交差点 

区間❹ 
開通 

立体化の整備推進により 

渋滞が解消され、企業の生産性向上に大きく寄与 生産拠点間の輸送時間が短縮され、大幅な物流の効率化に期待 

伊勢大橋架替により 

南北の広域ネットワーク構築により産業発展を

支援する 名神名阪連絡道路 

三重・滋賀の工場集積地の物流ネットワークの構築 

滋賀県甲賀、東近江地域と、三重県伊賀地域の 

工場集積地を結ぶ重要な道路 

南北の物流ネットワーク強化により 

生産性と成長力の引上げに期待 

通行止め

弥富 IC 

長島 IC 

① 

工業団地

工業団地

工業団地

多気 
（ベアリング） 

 

（ベアリング） 

勢和多気 JCT

国土交通省北勢国道事務所 

 提供資料による 

【県土整備部】 ６ 

② 

名神名阪連絡道路が整

備されると、北陸方面

の客先に行きやすくな

ったり、滋賀県の取引

先が使いやすくなるこ

とを期待しています。

伊賀市内の 

企業の声 

至 北陸方面 

滋賀県 

伊勢自動車道 

三重県 

四日市港 

名古屋港 

北陸自動車道 

工場集積地域 

工場集積地域 

工場集積地域 

出典：工場立地動向調査

名神名阪連絡道路沿線の 

工場立地件数（累計） 

名神名阪連絡道路沿線市町 

【滋賀県】近江八幡市・湖南市・ 

東近江市・甲賀市・竜王町・日野町 

【三重県】名張市・伊賀市 

「名神・新名神・名阪国道」を南北につなぎ、 

相互の補完性を高め、太平洋と日本海を連結。 

② 

令和３(2021)年秋

稼働開始 

きのこ生産最大手の新工場建設中

ホクト（株）

・雇用人数  約150名   

・出荷量   最大約6,000t/年
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年当たり立地件数 

約 1６件 

36 件 

（年度） 

14 件 

62 件 
82 件 

96 件 105 件
117 件 

130 件 
140 件 

両 

桑名東部拡幅 
延長３．９ｋｍ 

令和５(2023）年度 
橋梁上部工着手予定 



７ 「国民の安全・安心の確保」、「社会経済活動の確実な回復と経済好循環の加速・拡大」、「豊かで活力ある地方創りと分散型の国づくり」に資する社会資本整備の推進

鈴鹿亀山道路の補助事業での早期事業化

三重県のさらなる産業発展を支え、災害時に機能する鈴鹿亀山道路

【県土整備部】

１ 鈴鹿亀山道路について、補助事業での早期事業化を図ること。
２ 鈴鹿亀山道路を「重要物流道路」として指定すること。

要望
内容

鈴鹿亀山道路 延長L=10.5km 計画交通量19,700台/日

1

鈴鹿川（直轄管理）

鈴鹿川高架橋部

JR関西本線、国道１号（直轄管理）、鈴鹿川（直轄管理）と

交差し、工場直近を通過する全長1.3㎞の連続橋

加佐登鼓ヶ浦線IC
鈴鹿中央線IC

川崎下庄線IC
亀山JCT

鈴鹿市

亀山市

至 亀山西JCT

既設ランプ橋と近接

既設
新設 至 鈴鹿

至 名古屋

至 伊勢

■橋梁上部工架設時

離隔が狭小

近接施工のため難工事

離隔が狭小

■下部工施工時

東名阪自動車道

鈴鹿亀山道路（本線橋）

Fランプ橋

Eランプ橋

Dランプ橋 Cランプ橋

ランプが輻輳する中
での難工事

交差点部構造（4層構造）

新設 既設

既設

鈴
鹿
四
日
市
道
路

亀山JCT部 （詳細は右上参照）

新名神高速道路、東名阪自動車道が接続するJCT

ランプ橋など複数の道路が４層構造で交差する複雑な形態

工場

軟弱地盤上の高盛土区間 軟弱地盤上の高盛土区間

水道水源

23306
安楽川

７

至 鈴鹿

至

伊
勢

至 亀山西JCT

至 名古屋

亀山JCTのフルジャンクション化

25

鈴鹿市

1

Ｅ２３

Ｅ１Ａ

Ｅ２５
亀山市

23

1

Ｅ２３

1

鈴鹿亀山道路

306

鈴
鹿
四
日
市
道
路

北
勢
バ
イ
パ
ス

L=10.5km

鈴鹿IC

亀山JCTに直結する自動車専用道路

高度な設計・施工技術が必要な鈴鹿亀山道路

令和３(2021)年２月に都市計画決定された「鈴鹿亀山道路」

亀山JCT

亀山IC

防災・減災、国土強靱化に
向けた道路の５か年対策
プログラムでミッシングリンク
として明示

「早期整備のための工夫」
「高度な管理の実現」
の検討の支援が必要！

■構造規格
種別：自動車専用道路
設計速度：80km/h
車線数：4車線

高度な設計・施工
技術が必要！23

四日市市

津波浸水深 2～5m

津波浸水区域



【県土整備部】８

要望内容 コロナ禍をふまえた地方創生の実現に向け、各都市の駅を中心とする空間整備について、支援を行うこと。

【令和３(2021)年３月公表】

津駅周辺道路空間再編への支援バスタ四日市の早期整備

将来の姿

津駅周辺道路空間再編への技術的支援を！2027年リニア東京・名古屋間の開業を見据えてバスタ四日市の早期整備を！

交通拠点の機能強化・再編の必要性の直轄調査を実施

道路空間再編のケーススタディ地区に選定
令和3(2021)年7月に社会実験を実施し車線減少に伴う交通への影響を検証

国と連携して「基本的な方向性」の具体化に向けて検討を実施中。

バスタ四日市
令和３(2021)年度
新規事業化

７ 「国民の安全・安心の確保」、「社会経済活動の確実な回復と経済好循環の加速・拡大」、「豊かで活力ある地方創りと分散型の国づくり」に資する社会資本整備の推進

各都市の駅を中心とする空間整備への支援



駅候補地案概略位置図

関駅

加太駅

名阪国道

伊
勢
自
動
車
道

伊勢関IC

芸濃IC

鈴鹿IC

1

1

1306

1306

Ｅ１Ａ

Ｅ２５

亀山JCT

亀山西JCT

関JCT

Ｅ２３

Ｅ１Ａ

【県土整備部】９

要望内容 リニアインパクトの最大化に向け、リニア中間駅を核とした道路ネットワークの検討について、支援すること。

リニア中央新幹線の高速性を最大限に生かして、得られる効果を広域に波及させるため、
「中間駅」と高速道路とのアクセス強化や各地を結ぶ道路ネットワークの充実が必要！

７ 「国民の安全・安心の確保」、「社会経済活動の確実な回復と経済好循環の加速・拡大」、「豊かで活力ある地方創りと分散型の国づくり」に資する社会資本整備の推進

リニア中間駅を核とした道路ネットワークの検討支援

エリアA
東西方向に国道1号、南北方向に国道306号が通過する
とともに、地域高規格道路「鈴鹿亀山道路」の計画がある

エリアB
亀山IC・スマートICや、国道１号、東名阪自動車道、
伊勢自動車道、名阪国道との交通結節点に近接

エリアC
東西方向に複数の県道、南北方向に国道306号と
複数の県道が通過し、伊勢自動車道芸濃ICに近接

亀山市

津市

松阪市

伊勢市

伊賀市

桑名市

いなべ市

鈴鹿市

四日市市

亀山駅

下庄駅

井田川駅

亀山PA・SIC

亀山IC

Ｅ２３

津 市

鈴鹿市

亀山市

（亀山市資料を元に県が加工）

駅候補地案 各エリアの主な特徴

2021 ・有識者による評価・分析

2022 ・市町や経済団体との意見交換
・＜夏頃＞ 「三重県駅」としての
駅候補地を決議【県同盟会総会】
・ＪＲ東海へ要望

2023
～
2026

2027 ・工事実施計画の申請・認可

・建設工事の着手

2037 全線開業（予定）

三重県駅候補地選定

スケジュール（三重県想定）

計画段階環境配慮書

環境影響評価方法書

環境影響評価準備書

環境影響評価書

ＪＲ東海による環境影響評価



鳥羽河内ダム
（Ｒ10年度完了予定）

川上ダム（水資源機構）
（R４年度完了予定）

一級河川 木曽川・揖斐川・長良川
耐震対策、治水対策

一級河川 鍋田川
堤防・排水機場・水門耐震対策
排水機場延命化対策

二級河川 三滝川（三滝新川）
河川改修

一級河川 鈴鹿川
治水対策

一級河川 熊野川
河川改修

一級河川 木津川
井堰改修

一級河川 木津川
治水対策

一級河川 雲出川
治水対策

一級河川 熊野川
治水対策

一級河川 宮川・勢田川
治水対策

一級河川 櫛田川
治水対策

阿田和地区海岸
高潮対策

宮川流域下水道
宮川処理区幹線管渠延伸

南部浄化センター
第２期建設事業

二級河川 員弁川
河川改修

二級河川 朝明川
河川改修

一級河川 椋川
河川改修

二級河川 釜屋川
排水機場延命化対策

二級河川 安濃川
河川改修

二級河川 三渡川
河川改修

二級河川 百々川
橋梁架替、排水機場延命化対策

二級河川 産田川
河川改修

三重県内の主要事業図（水・国局）

二級河川 志登茂川
河川改修

木津川水系直轄砂防事業

阿田和地区
急傾斜地崩壊対策

こも谷川
通常砂防

宇谷川
通常砂防

雨東谷
個別補助

ヨドロ崎
通常砂防

井田地区海岸
高潮対策

相賀浦地区海岸
高潮対策

南張地区海岸
高潮対策

城南第一地区海岸
高潮対策

川越地区海岸
高潮対策

上野・白塚地区海岸
高潮対策

宮川ダム
３号クレストゲート改良（Ｒ３年度完了予定）

君ケ野ダム
老朽化対策

森家野地区
急傾斜地崩壊対策

北部浄化センター
長寿命化対策

雲出川左岸浄化センター
長寿命化対策

松阪浄化センター
長寿命化対策

一級河川 名張川
治水対策

小滝川 個別補助、
西之貝戸川、材木川、少部原谷川 通常砂防

藤原岳における土石流対策

島谷川
通常砂防

谷地東谷
通常砂防

坂場４地区
急傾斜地崩壊対策

平野
通常砂防

木馬瀬
通常砂防

上の山の谷川
通常砂防

北山川
通常砂防

太田
通常砂防

猿谷東
通常砂防

深田川
通常砂防

冷川
通常砂防

川上２地区
急傾斜地崩壊対策

【 凡 例 】

海岸事業（水国局）

直轄事業

河川事業

ダム事業

下水道事業

砂防事業

着色

要配慮者利用施設
を保全する箇所

中小河川緊急治水対策
（土砂・流木対策）箇所

里地谷
通常砂防

西ノ谷
個別補助

大谷川
個別補助

大谷川
通常砂防

長谷
通常砂防

中勢沿岸流域下水道
志登茂川処理区幹線管渠延伸

一級河川 桧尻川
河川改修

木

木

木

木

木

木

南若松地区海岸
高潮対策

二級河川 相川
橋梁架替、河川改修

二級河川 神内川
水門改築、河川改修

桑谷川
個別補助

笠上川
通常砂防

引作地区
急傾斜地崩壊対策

林ノ谷西
通常砂防

名柄川支川１
通常砂防

在ノ上北谷
通常砂防

かぶち谷
個別補助

東地川
通常砂防

仲坪地区
急傾斜地崩壊対策

柘植町２地区
急傾斜地崩壊対策

木

小平谷
個別補助

大川
個別補助

奥出の谷（２）
個別補助

一級河川 山除川
排水機場延命化対策

一級河川 大内山川
河川改修

一級河川 芥川
河川改修

二級河川 堀切川
河川改修・排水機場延命化対策

一級河川 汁谷川
河川改修

二級河川 前川
河川改修

二級河川 笹笛川
水門耐震対策
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●気候変動による水災害リスクに備えるには、こ

れまでの河川管理者等の取組だけでは対応が困
難！（三重四川の堤防整備率 約 61～70％） 

流域の特性 

洪水時の被害を軽減するため、治水対
策（河道掘削・堤防整備等）に加え、
流域治水プロジェクトの推進が必要！ 

 ８ 

提言 

【県土整備部】 

要望 
内容 

木曽三川および鈴鹿川・雲出川・櫛田川・宮川・勢田川の直轄河川改修事業について、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」

を計画的に講じ、事前防災・減災対策の加速化を図ること。 

11 

課題 

鈴鹿川・雲出川・櫛田川・宮川 

切迫する南海トラフ地震に備え、 

堤防耐震対策のさらなる推進が必要！ 

木曽三川 

現在の主な取組 

●被害状況（伊勢市）
・死者   １名 
・床上浸水 409棟 
・床下浸水 670棟 

課題解決に向けて 

流域の特性 

課題解決に向けて 

現在の主な取組

平成29(2017)年台風第21号 

●鈴鹿川水系は、国内有数の石油ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ等を有す

る産業集積地 

●雲出川水系・櫛田川水系は農業基盤集積地

●櫛田川水系・宮川水系は斎宮跡・伊勢神宮等歴

史遺産が存在 
●の生産拠点や主要な市街地を形成

□海抜ゼロメートル地帯等における堤防耐震対策

●南海トラフ地震の今後 30年

以内の発生確率が 70～80%！

●堤防が沈下すると、津波浸水

被害は広範囲かつ長時間に及ぶ

⇒日本経済への影響は甚大！

●国内最大の海抜ゼロメートル地帯
●観光施設や生産拠点が立地

● 

長良川 

勢田川 

課題解決に向けて 

再度災害防止のため、浸水対策実行計画に基づ
く治水対策（ポンプ増強等）のさらなる推進が
必要！ 

課題 

現在の主な取組 

●平成 29(2017)年 10 月（台風第 21 号）洪水を
ふまえ、早期の被害軽減対策が必要！

●人口 約 113万(県内の 64％) 

●製造品出荷額 約 6.7兆円(県内の 62％)

「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」により、流域治水対策を加速化！

航空宇宙産業 
関連会社 

木曽川 

揖斐川 

国道 1号 

ＪＲ・近鉄 

伊勢湾岸自動車道 

桑名市 
木曽岬町 

桑名市 

湾岸桑名 IC 

湾岸長島 PA 

航空宇宙
産業関連
会社 

東名阪自動車道 

九華公園 

● 

伊伊勢勢市市内内のの浸浸水水状状況況

揖斐川 

桑名市 

ゼロメートル地帯が広がる濃尾平野 

木曽川 

長良川 

桑名市 
長島町 

木曽岬町 

勢田川流域等浸水対策実行計画策定(H30.6.19） 

課題 

●国土強靱化対策を活用した耐震対策を実施

３か年緊急対策を活用して令和 2(2020)年度 
●国：勢田川河道掘削が完成
●県：桧尻川暫定河道掘削が完成

揖斐川 

桑名市 

国・県・伊勢市が連携 □再度災害防止対策

国土強靱化対策を活用して令和 3(2021)年度 
●国：桧尻川排水機場ポンプ増強に着手

７ 「国民の安全・安心の確保」、「社会経済活動の確実な回復と経済好循環の加速・拡大」、「豊かで活力ある地方創りと分散型の国づくり」 に資する社会資本整備の推進  

耐震対策区間 

鈴鹿川 

石油コンビナート 

なばなの里 

湾岸長島 IC ナガシマ 
スパーランド 

勢勢田田川川（（国国））河河道道掘掘削削  
（（伊伊勢勢市市））  

国道 23号 

桧桧尻尻川川（（県県））河河道道掘掘削削  
（（伊伊勢勢市市））  

□国土強靱化対策を活用した治水対策
●鈴鹿川水系は、中下流部で河道掘削等を
実施

●雲出川水系は、浸透対策等を実施
●櫛田川水系は、下流部で築堤等を実施
●宮川水系は、桧尻川の排水機場のポンプ
増設等を実施

木曽三川・鈴鹿川・雲出川・櫛田川・宮川・勢田川の直轄河川改修事業の推進 



要 望

内 容 

１ 川上ダムについて、令和４（2022）年度の事業完了に向け、必要な予算を確保すること。 

２ 名張川および木津川・服部川・柘植川の直轄河川改修事業について、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を計画的に講じ、新た

に見直した河川整備計画に基づく事前防災・減災対策の加速化を図ること。 

名張川直轄河川事業
改修

■低い治水安全度
・数年に一度は浸水  

■不安定な水道水源
・水源の一部は、川上ダム建設を前提とした暫定水利権  

・既存水道施設も老朽化 

●●● 治水安全度が向上！
 

●●● 川上ダムにより安定的な水源の確保！

戦後最大規模の洪水(S28台風第13号)が発生しても被害がゼロに！ 

 浸水戸数 844戸 ⇒ 0戸  浸水面積 526ha ⇒ 0ha 

 

現在の主な取組

川上ダム・木津川直轄河川事業

３点セットで「治水安全度の向上」と「安定的な

水源の確保」を実現！ 

河道掘削・引堤の推進

大阪 

四日市港 

 

伊賀地域 

上野遊水地 

川上ダム 

名古屋 

伊賀地域は、近畿圏、中部圏の２大都市圏の

中間に位置し、企業立地に好条件！ 

河道掘削 

(件) 名張川 

青蓮寺川 

近鉄 
大阪線 

名張駅 

市街地を流れる名張川 

名張川 
直轄河川改修 

名張川 

宇陀川 

Ⅰ期：黒田地区
引堤 

地域経済の発展に寄与 

●河道掘削 ●服部川三田地区浸水対策（引堤）

現況堤防 引堤 

服部川 

名張かわまちづくり一体型浸水対策事業（Ⅰ期）の推進 

さらなる治水安全度向上のため、木津川・服部川・柘植川

の河道掘削および服部川（三田地区）における引堤の推進を！ 

「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」により、流域治水対策を加速化！

川上ダムは順調に進捗中

地域の現状

川上ダムおよび木津川・名張川直轄河川改修事業の推進   

上野遊水地 

平成27(2015)年度 

運用開始 

川上ダム 
令和4(2022)年度 
完成に向け 
本体施工中 

河道掘削 
(木津川・服部川・柘植川）
平成 28(2016)年度から実施 

服部川

服部川

伊賀上野橋
三田地区

伊賀上野駅

三田地区
引堤

新居遊水地

柘植川

・令和元年東日本台風
では、河道掘削・樹木
伐採の実施により、名
張水位観測所におい
て、約 0.4m の水位低
減効果を発揮し、溢水
を回避！ 

・上流ダム群（青蓮寺ダム・室生ダム・比奈知ダム）が本来
有している洪水調節機能を発揮させるには、名張川の事
業推進が必要！（淀川水系河川堤防整備状況約 61％） 

さらなる治水安全度向上のため、川を生かした地域づ

くりの核となる名張川の引堤・河道掘削の推進を！ 

■伊賀地域の工場立地動向（累計）

H29 H30 R1 R2 R3 R4

ダム本体工事

試験湛水

●堤防整備（引堤）

年当たり立地件数約６件 
完成間近の川上ダム 

令和３（2021）年４月 本体コンクリート打設完了

 令和３（2021）年６月 管理棟完成

管理棟完成 

令和４(2022)年度事業完了に向けた必要な予算確保を！ 
浸水面積 浸水戸数

　H21．10 台風第18号 5.3ha 32戸
　H24．　9 台風第17号 0.07ha 38戸
　H25．　9 台風第18号 28ha 150戸

最近の
浸水

事象

令和３(2021)年８月 淀川水系において気候変動の影響をふまえた河川整備計画（変更）を策定 
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７ 「国民の安全・安心の確保」、「社会経済活動の確実な回復と経済好循環の加速・拡大」、「豊かで活力ある地方創りと分散型の国づくり」 に資する社会資本整備の推進  



土石流危険渓流が宇陀川沿いに連担しており、事業実施により要配慮者利用施設、公共施設、国道などが保全されます！ 

要望 

内容 
木津川水系直轄砂防事業について、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を計画的に講じ、事前防災・減災対策の加速化を図ること。 

【県土整備部】 
 

● 坂ノ下第２堰堤、井手結馬堰堤 ● 谷出第４堰堤、谷出第６堰堤 

○人口８万人の名張市街地
○大阪・奈良・三重を東西に結ぶ主要な交通基盤

国道 165号 【交通量 約２万台/日】

近鉄大阪線  【名張駅乗降人員 約１万２千人／日】

  が土砂災害と氾濫から守られ、 

住民、主要な交通基盤と利用者の 

安全が確保されます。 

さらなる事業の推進を！ 

宇宇陀陀川川  

事業実施概要 

谷出 4 谷出 6 坂ノ下 2 
井手 

結馬 

令和３（202１）年度

堰堤工 堰堤工 用地買収 
用地

調査 

令和４（2022）年度 

－ － 用地買収 
用地

調査 

土砂災害警戒区域等の指定に
より、事業中の４渓流以外にも
事業が必要な箇所が複数存在 

国道１６５号 

谷出第６堰堤 

木津川水系直轄砂防事業の推進 
至津市 

土石流危険渓流 

土砂災害警戒区域 

お疲れ様です。土

砂災害警戒区域

避難所 
旧錦生小学校 体育館 

通所介護オルゴール 

市立錦生保育所 

0 

砂防整備計画 
平成 28（2016）年～
令和７（2025）年 

 約 20渓流を整備 
 （奈良・三重 両県分） 
 

木津川水系 
直轄砂防事業 

木津川 淀川 

砂防整備計画 
平成 28（2016）年～ 
令和７（2025）年 

１５基を整備 

三重県分８基を整備 
谷谷出出４４    ＨＨ３３００～～  

坂坂ノノ下下２２  ＲＲ１１～～  

井井手手結結馬馬  ＲＲ１１～～  

 

谷出第４堰堤 

宇陀川 

谷出３ 
 

谷出１ 
谷出５ 

谷出２ 

要配慮 

要配慮 

避難所 

国道165号 

谷出第３堰堤 

工事用道路 

保全人家戸数９９戸

谷出第６堰堤 

青蓮寺川 
名張川 

谷谷出出６６  ＲＲ１１～～  

国道 165号 

宇陀川 

保全人家戸数46戸 

土砂災害特別警戒区域 

土砂災害警戒区域 

井手結馬堰堤 坂ノ下第２堰堤 

土石流危険渓流 

整備すべき渓流は、まだ残っており 

引き続き整備が必要！ 

保全人家戸数３２戸

 実施箇所図

谷谷出出３３    ＲＲ１１完完成成  

令和３(2021)年８月の 
大雨により、33都府県 
にも及ぶ広域で360件 
の土砂災害が発生！ 
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名張の市街地を囲む 
河川と土石流危険渓流 

13 

７ 「国民の安全・安心の確保」、「社会経済活動の確実な回復と経済好循環の加速・拡大」、「豊かで活力ある地方創りと分散型の国づくり」 に資する社会資本整備の推進  

木津川水系直轄砂防事業の推進 

名張川 

宇陀川 
連担する土石流危険渓流 

近鉄 
大阪線 

名張駅 

谷出第６ 
谷出第４ 

坂の下第２ 

井手結馬 



７ 「国民の安全・安心の確保」、「社会経済活動の確実な回復と経済好循環の加速・拡大」、「豊かで活力ある地方創りと分散型の国づくり」に資する社会資本整備の推進

要望内容

七里御浜海岸の課題
●被災リスクが高い（平成以降に7度被災）

投資額 約405億円
人工リーフ 約280億円
堤防 約 85億円
養浜 約 40億円

残事業費 約1,077億円
人工リーフ 約 829億円
堤防 約 34億円
養浜 約 214億円

港湾整備と海岸侵食の状況

1983年 2021年 2128年
これまでの整備
（38年間）

10億円/年として
100年以上

●高度な技術力が必要

○熊野川流域（三重県・奈良県・和歌山県）から発生する
土砂の管理が必要

○熊野川の複数の管理者、関係機関との調整が必要

海
岸
の
長
期
に
渡
る
安
全
・安
心
を
早
期
に

確
保
す
る
た
め
、
直
轄
事
業
化
が
必
要

○港湾施設の配置等検討
〇景観への配慮
・国立公園、世界文化遺産等

○過酷な施工条件
・太平洋の高波が来襲

○長大な砂利浜の保全と大規模な波浪制御施設の整備
・熊野川流域の総合的な土砂管理や人工リーフ（57基）

等

三重県・奈良県・和歌山県に跨る

流域を持つ熊野川

奈

良

県

河川掘削土
の有効活用

井戸川

産田川

志原川

市木川

尾呂志川

相野谷川

井田川

国道42号

人口密集地

熊野市

御浜町

紀宝町

人工リーフ整備済区間

人工リーフ未整備区間

鵜殿港

H23撮影

１ 七里御浜海岸の長期に渡る安全・安心を早期に確保するため、整備を直轄事業化すること。
２ 鵜殿港の配置等の検討に係る技術的な支援を行うこと。

【県土整備部】14

●膨大な事業費が必要

熊野川の流れが河口で北
側に曲がり、七里御浜海
岸に土砂を供給している

●対策が複数の県に跨る

鵜殿港

七里御浜海岸における侵食対策

直
轄
工
事
の
要
件
を
満
た
し
て
い
る
（海
岸
法
第
六
条
）

S21撮影

被災年 被災原因 海岸名 被災内容
平成6年 台風第26号 井田地区海岸 堤防　600m

台風第7号
台風第9号

平成16年 台風第16号 井田地区海岸 堤防　300m
有馬地区海岸 堤防　52m
阿田和地区海岸 堤防　28m
井田地区海岸 堤防　257m

平成25年 台風第18号 井田地区海岸 人工リーフ　1基
平成29年 台風第21号 井田地区海岸 堤防　40m

平成9年 井田地区海岸 堤防　720m

平成23年 台風第12号

井田地区海岸平成９(1997)年被災状況

土砂供給がダム建設によ
り減少したうえ、土砂の流
れが鵜殿港の移設により
変わった

漂砂を阻害する港湾施設について配置・構造等の検討が必要（三重県）



地球温暖化に伴う気候変動の影響により水災害が
頻発化・激甚化

三重県では
平成23年紀伊半島大水害時に熊野川において
現行計画を大きく上回る２4,000㎥/sの洪水

令和元(2019)年の台風第10号では
相野谷川（高岡地区）において計画高水位超過！

高岡輪中堤

【県土整備部】15

要 望
内 容

１ 熊野川において、河川整備基本方針に基づく河川整備計画を速やかに作成し、河川整備を推進すること。
２ 熊野川における濁水対策について、これまでの取組の効果検証および継続的なマネジメントを実施すること。

熊野川の治水・濁水対策の推進

熊野川の濁水対策熊野川治水計画の見直し

原因

「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」により、流域治水対策を加速化！

これまでの取組の効果検証および継続的なマネジメントの実施を！

・紀伊半島大水害以降、河川への土砂流入が増加したため、大雨後の濁水が長期化
・濁水の目安である濁度20以上の日数は減少傾向、災害前の状況までは回復していない

取組内容

国・三重県・奈良県・和歌山県・沿川市町村・ダム管理者が連携

熊野川の総合的な治水対策協議会

現状

取組内容

■全国で初めて気候変動の影響をふまえた河川整備基本方針（変更）を
１０月に策定

外力の見直し

基本高水流量の変更

これまでは、過去の降雨・
潮位などに基づいて算出

外力の見直しに伴い、基本高水流量が19,000㎥/ｓ→24,000㎥/ｓに増量

気候変動による将来の降雨量の増加、
潮位上昇を考慮して算出
IPCCの気候変動シナリオにより

気温２℃上昇→降雨量変化倍率1.1倍

24,000㎥/s

■：相賀（基準地点）

19,000㎥/s

■：相賀（基準地点）

現行 変更

速やかに河川整備計画を作成し、河川整備の推進を！

熊野川と北山川の合流点

■濁水対策（完了目標：令和３（2021）年度末）
①崩壊地対策と河道への土砂流出防止 （国交省、林野庁、三重県、奈良県、和歌山県）
②河道内堆積土砂撤去 （国交省、三重県、奈良県、和歌山県、電源開発㈱）
③ダムの取水設備改造、濁水フェンス設置、運用変更 （電源開発㈱）

平成23年紀伊半島大水害

令和元(2019)年台風第10号

課題

深層崩壊発生直後
（五條市清水地区）

河道閉塞発生直後
（五條市大塔町赤谷地区）

平成23年紀伊半島大水害

大規模な斜面崩壊が発生し、上流
域の紀伊山地で甚大な被害

崩壊地数 ３，０７７箇所
崩壊土砂総量 約１億㎥

成川地区における堤防越水による浸水

相野谷川（紀宝町）

北山川

熊野川

濁度20以上の日数（新宮市データ）

注）日数は、新宮市による13時の濁度データをもとに集計

日
数 H22

H23

R２

H22.10～H23.8 H23.10～H24.9 R1.10～R2.9

災害前 災害後

36

141

58

紀
伊
半
島
大
水
害
発
生

７ 「国民の安全・安心の確保」、「社会経済活動の確実な回復と経済好循環の加速・拡大」、「豊かで活力ある地方創りと分散型の国づくり」 に資する社会資本整備の推進

熊野川



県北部海抜ゼロメートル地帯

宇治山田港大湊・今一色地区
港湾改修

津松阪港大口地区
予防保全

長島港中ノ島地区
港湾改修

宇治山田港海岸
高潮・侵食対策

的矢港海岸
高潮対策

長島港海岸
高潮対策

鳥羽港海岸
高潮対策

千代崎港海岸
侵食対策

津松阪港新堀地区
港湾改修

三重県内の主要事業図（港湾局）

【 凡 例 】

港湾・海岸事業
（港湾局）

直轄事業着色

津松阪港海岸
（栗真工区、栗真町屋工区、阿漕浦・御殿場工区）
高潮・耐震対策

鳥羽港中之郷地区
港湾改修
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【県土整備部】 

要望内容 令和５(2023)年度の事業完了に向け、津松阪港直轄海岸の整備を着実に推進すること。 

水管理･国土保全局、水産庁所管海岸の整備もさらに推進します 

海岸堤防の耐震化により背後地の安全・安心が向上 

さまざまなストック効果が発現しています。

津松阪港 

三重県 

贄崎工区 

L=2,194m 

栗真町屋工区 

L=2,062m 

阿漕浦･御殿場工区 

L=3,485m 

上野地区海岸 

白塚漁港 

(河芸工区) 

白塚地区海岸 

津北部地域海岸の整備を県も推進しています。 

・水国局所管 上野・白塚地区海岸 

令和元(2019)年度～海岸保全施設整備連携事業 

(個別補助事業化により整備を加速) 

・水産庁所管 白塚漁港海岸 

海岸保全施設整備事業 令和元(2019)年度工事着手 

出典：国土地理院 H.P. 

倉敷紡績 
三重工場 

栗真工区 

L=1,165m 

白塚漁港 

(白塚工区) 

国道23号
浸水想定区域 

津松阪港 直轄海岸保全施設整備事業 

百五銀行 
  新本館 

三重大学 
  附属病院 

❶ 株式会社百五銀行

  新本館ビルの建設(H27) 

・津市避難ﾋﾞﾙとして活用 

・延べ床面積36千㎡/2棟 

❷ 三重大学附属病院 
  新外来病棟を新設(H27) 

・最新のCT装置などを導入 

・延べ床面積28千㎡ 

❸ 倉敷紡績(株)三重工場

建物･設備の拡大(H24) 

・生産･開発体制を強化 

・延べ床面積約15千㎡ 

17 

  堤防整備着手後の宅地開発 

着実に進む堤防整備 

セーリング会場 

７ 「国民の安全・安心の確保」、「社会経済活動の確実な回復と経済好循環の加速・拡大」、「豊かで活力ある地方創りと分散型の国づくり」 に資する社会資本整備の推進  

津松阪港海岸 直轄海岸保全施設整備事業の推進 

栗真工区

津松阪港海岸 栗真町屋工区

阿漕浦・御殿場工区

全体事業費 160.0億円

整備期間 2011年～2023年

整備延長 6.7km

ー 水国局所管海岸

ー 水産庁所管海岸

ー 整備中

ー 整備済

県事業凡例

直轄事業凡例 

阿漕浦・御殿場工区 阿漕浦・御殿場工区 栗真工区 

① ② ③ 

① 

② 

③ 

❶ 

❷ 
❸ 

県内初、国内最長幅の自動起立式陸閘 



（都）外宮常磐線街路整備事業
（H30年度着手）

（都）服部橋新都市線街路整備事業
（H29年度着手）

（都）尾鷲港新田線街路整備事業
（H29年度着手）

三重県内の主要事業図（都市局）

国営木曽三川公園（桑名七里の渡し公園）
公園整備

【 凡 例 】

公園

街路

直轄事業着色

（都）桑部播磨線街路整備事業
（H30年度着手）

（都）外宮度会橋線（第2工区）街路整備事業
（H30年度着手）

（都）野町国府線街路整備事業
（H30年度着手）

18

県営北勢中央公園
公園整備

県営亀山サンシャインパーク
公園整備

県営鈴鹿青少年の森
公園整備

県営大仏山公園
公園整備

県営熊野灘臨海公園
公園整備

【
県
土
整
備
部
】



六華苑

揖斐川右岸地区

住吉地区

七里の渡し地区

諸戸氏庭園

七里の渡し跡

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

木曽三川公園利用者数

河川環境楽園

（木曽川水園）

開園

各務原ｱｳﾄﾄﾞｱﾌｨｰﾙﾄﾞ開園

（万人）

桑名七里の渡し公園一部開園

R2

桑名七里の

渡し公園

（住吉地区）

全面開園

H11 H15 H20 H25 H30

桑名駅 

国営木曽三川公園 

桑名七里の渡し公園 
【揖斐川右岸地区】 

桑名七里の渡し公園 

【住吉地区】 

桑名七里の渡し公園 

【七里の渡し地区】 

国営木曽三川公園（桑名七里の渡し公園）の早期全面開園をめざし、七里の渡し地区の整備を推進すること。 要望内容 

【県土整備部】 

（開園済） 

（未開園） 

周辺の整備事業 

周辺の歴史文化資源 

(国等指定文化財) 

桑名石取祭・祭車ルート 

散策ルート(桑名市策定) 
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⑤ 桑名石取祭
ユネスコ無形文化遺産 

① 六華苑

③ 七里の渡し跡

⑤石取会館
九華公園(桑名城跡) 

②諸戸氏庭園

③七里の渡し跡

② 諸戸氏庭園

R4 本格修理完成予定 

① 六華苑

春日神社 
本統寺 

桑名城城壁 

イメージ図 

七里の渡し地区の整備推進を！ 

④ 宿場の茶店 一 

④宿場の茶店 一 

桑名七里の渡し公園 

 

  

 

 

 
 

蟠龍櫓 

環境体験会 

七里の渡跡 

問屋場 

舟会所 

渡し場模型 

帆掛舟 

 
隅蟠 

 
河口地区センター 

 
大手広場 

 
歴史・文化情報館 

七里の渡し公園（住吉地区）が令和３年１月に全面開園！ 

桑名駅周辺地区整備事業 

R2桑名駅自由通路開通 

公園周辺は 

歴史資産の宝庫！ 

七里の渡し公園（七里の渡し地区） 

コロナ渦 

アフター 

コロナへの 

反転攻勢に 

向けて 

着実な 

整備を！ 

令和４（２０２２）年度 

諸戸氏庭園本格修理完成予定 

令和８（２０２６）年度 

東海環状自動車道 

全線開通予定 

令和３（２０２１）年度着手 

７ 「国民の安全・安心の確保」、「社会経済活動の確実な回復と経済好循環の加速・拡大」、「豊かで活力ある地方創りと分散型の国づくり」に資する社会資本整備の推進     

国営木曽三川公園（桑名七里の渡し公園）の整備推進 



８ 社会資本整備に係る地方財政への支援・充実

１ 地方が真に必要とする道路の整備・管理を長期安定的に推進するため、有料道路制度の積極的な活用や新たな財源の創設を行うこと。
２ 大規模構造物（橋梁・トンネル等）の新設・改築について、個別補助制度を拡充すること。

【県土整備部】

要望
内容

個別補助事業の対象とならない
ものは交付金事業で実施してい
るが、要望措置率は、

全国で 『約６割～約７割』

計画的な道路整備が困難！

〇三重県管理道路の改良状況

出典：三重県路線認定調書

〇社会資本整備総合交付金および防災・安全交付金の現状

有料道路制度の積極的な活用や新たな財源の創設

県道 四日市鈴鹿環状線

花ノ木橋（140ｍ（3径間））

事業費 約９億円

工事期間 約４年間

個別補助制度の拡充

計画的に整備を進めるため、個別補助制度の拡充を！

・大規模構造物の新設・改築

〇法定点検対象外施設の老朽化対策

県道 鈴鹿環状線
(磯山バイパス）

伊勢鉄道アンダー（190m)

事業費 約１６億円

工事期間 約５年間

国の道路関係予算は、

平成13(2001)年度をピークに減少！

平成22(2010)年度に大きく減少！

平成26(2014)年度以降は微増して

いるが、以前の予算額までは回復

していない！

改良済延長の伸び率は

平成20(2008)年度までは

1.10倍であったが、

平成21(2009)年度以降は

1.03倍と鈍化している！

至 国道23号

鉄道アンダー工事

国道２３号中勢バイパス
大規模構造物の新築・

改築は、重点的な予算

配分が必要。

県道 嬉野津線
（近鉄アンダーパス）

〇排水施設老朽化対策

新たな財源の創設を！

・異常気象時などにおいて、適切に
対応するためには、これら法定点
検対象外施設の機能確保も必要。

適切な道路管理に向け、法
定点検対象外施設の老朽化
対策等を着実に実施するた
め、長期安定的な予算の確
保が必要！

措置率は約６割～約７割

〇道路情報板老朽化対策

全体18施設のうち６箇所で早期
措置が必要

全体111施設のうち35箇所で早
期措置が必要

施設数 18施設

施設数 111箇所

要対策箇所
６箇所 12箇所

要対策箇所
35箇所 76箇所

有料道路制度の積極的な活用や新たな財源の創設、個別補助制度の拡充

有料道路制度の活用により創出される予算による道路の整備・管理の推進を！

〇国の道路関係予算の推移（当初）
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42%

62%

(4,215)
＜橋梁＞

＜ﾄﾝﾈﾙ＞
(127)

19%

43%

地域の課題解決に向け、「道路メンテナンス事業補助」、 「踏切道改良計画事業補助」、 「土砂災害対策道路事業補助」、「交通安全対策
補助（地区内連携）」 の推進に必要な予算を確保すること。

踏切道改良計画事業補助

交通分散

ｘ

交通安全対策補助（地区内連携）土砂災害対策道路事業補助

道路メンテナンス事業補助

鉄道事業者と合意した『踏切道改良計画』に基づき、
完了予定年度までの対策完了が必要

対策前

市道管理者、県道管理者、地元自治会、地元住民の連携
による効果的な交通安全対策を推進！砂防施設との連携により効率的な道路整備を推進

道路メンテナンス事業補助に必要な予算確保を！！ 踏切道改良計画事業補助に必要な予算確保を！！

交通安全対策補助（地区内連携）に必要な予算確保を！！土砂災害対策道路事業補助に必要な予算確保を！！

老朽化を見据えた予防保全への転換・メンテナンスサイクルの継続が必要！

砂防施設で渓流の安定を確保

凡例

整備地区エリア

通学路

車両流入路

路肩整備
市道管理者

交差点改良
県道管理者

路肩整備
県道管理者

横断歩道塗り直し
警察斎宮

小学校

【深刻化するインフラの状況】

確実な点検

異常の
早期発見

早期措置

地区内関係者による合同の点検

危険個所が複数個所点在

令和３(2021)年度 補助制度を創設いただきありがとうございます！

砂防堰堤

砂防堰堤

砂防堰堤

土石流
危険区域

土石流
危険区域

バイパス
現道

要望
内容

建設後50年以上経過する社会資本の割合が加速度的に増加

【県土整備部】21

対策後（イメージパース）

８ 社会資本整備に係る地方財政への支援・充実

道路整備に係る個別補助事業推進への支援



１ 地域高規格道路の国道167号磯部バイパスの整備推進に必要な予算を確保すること。
２ 東海環状自動車道へのアクセスを強化する国道421号大安ＩＣアクセス道路の整備推進に必要な予算を確保すること。
３ 地方創生や地域の防災・減災、安全に資する道路整備に必要な社会資本整備総合交付金事業および防災・安全交付金事業の

予算を確保すること。

交通分散

要 望
内 容

主要渋滞箇所

【県土整備部】

〇 道 路 ネ ッ ト ワ ー ク の 形 成 に よ る 地 方 創 生
や 地 域 の防災・減災、安全に資する道路整
備が必要であるが、予算が十分でなく計画
的な事業進捗を図ることが困難な状況

⇒ 社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金
の所要額確保が必要

地域高規格道路

■国道167号磯部バイパス

■志摩市方面から伊勢赤十字病院への救急搬送件数

ＩＣアクセス道路

■国道421号大安ICアクセス道路

〔三笠橋〕 「大安ＩＣ方面」の渋滞状況

〇 東海環状自動車道（大安IC～北勢ＩＣ（仮））
令和６（２０２４)年度開通予定

〇 国道４２１号の現道で慢性的な渋滞
⇒ 大安ＩＣアクセス道路の整備により交通を

分散させ大安ＩＣへのアクセス向上を図る
交通分散

〔館町通線〕令和3(2021)年7月14日供用開始
伊勢ICから主要渋滞箇所を経由せず
神宮周辺までのアクセスが可能となった

救急搬送活動への支援

緊急輸送道路の機能強化

伊勢市方面

賢島方面

磯部バイパス
（事業区間）

大雨時
通行不能

浸水時
通行不能

0.3m以上～1.0m未満

1.0m以上～2.0m未満

2.0m以上～3.0m未満

〇 志摩市方面から伊勢市内の病院への救急搬送
件数の増加

⇒ 磯部バイパスの整備により搬送時間の短縮、
走行時の安全性の向上、患者の負担軽減を図る

南海トラフ地震発生
時の津波想定高さ

伊勢IC

23

至 神宮

市営駐車場

主要渋滞箇所

伊勢ICから市営駐車場までの所要時間

国道２３号経由

県道館町通線経由約７分

約３分

約４分短縮

館町通線
R3.7.14
完成

宇治浦田町交差点の渋滞

■県道伊勢磯部線の通行止め回数

〇 国道167号は第1次緊急輸送道路に指定されている
が津波浸水想定区域を通過している

〇 伊勢磯部線は第２次緊急輸送道路に指定されている
が 事前雨量規制区間にも指定されており、大雨時は
通行不能となる
⇒ 災害時の緊急輸送道路の機能として脆弱
⇒ 磯部バイパスの整備により、津波浸水区域や

事前雨量規制区間を回避

4

2 2

3

4

2 2

社会資本整備総合交付金事業および防災・安全交付金事業
鳥羽市方面

三次救急医療施設

伊勢赤十字病院

広域防災拠点（伊勢志摩拠点）

（県営サンアリーナ）

道の駅伊勢志摩
防災道の駅

賢島（伊勢志摩サミット会場）

御座白浜海水浴場

横山
磯部バイパス

救
急
搬
送
件
数

通
行
止
め
回
数

大安ICアクセス道路

８ 社会資本整備に係る地方財政への支援・充実

県管理道路の整備推進への支援

(2015)    (2016)    (2017)    (2018)    (2019)    (2020)

(2013)    (2014)    (2015)    (2016)    (2017)    (2018)    (2019)    (2020)
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0

予防保全型道路インフラメンテナンスを推進するための予算確保

１ 緊急輸送道路等の防災上重要な道路における舗装修繕を推進するために必要な予算を安定的に確保すること。
２ 予防保全型道路インフラメンテナンスを推進するため、必要な予算の確保を図ること。
３ 区画線など路面標示の塗替えについて、県と連携して計画的に進めること。

要 望
内 容

舗装修繕を推進するための安定的な予算確保

緊急輸送道路等の防災上重要な道路
における舗装修繕を推進するために
必要な予算の安定的な確保が必要

舗装のひび割れ状況

同水準の予算が５年間継続すれば
約70％の修繕が可能

緊急輸送道路に
おいて路盤以下
が損傷しており、
舗装の打ち換え
が必要な延長
L=57km

※令和2(2020)年度第3次補正予算額ベースで想定

区画線など路面標示の塗替えに関する連携強化

健全度Ⅱ 約88％
健全度Ⅲ
約12％

健全度Ⅳ 0.2％

点検
結果

実施
状況

健全度Ⅱ未実施 約99％

※法定点検施設の１巡目点検結果

・国直轄事務所管理国道と県管理道が

・同時施工を令和２（

実施

＜県および県内市町の健全度Ⅱ～Ⅳの道路施設＞

健全度Ⅱ実施 約1％ ※実施状況については措置率

令和4(2022) 年度から
令和7(2025)年度まで

令和7(2025) 
年度末時点の
未整備延長
L=17km
（未修繕率

30％）

約8km
令和3

(2021) 年度

健全度Ⅱの修繕が進んでいない

健全度Ⅱの施設修繕を推進するための予算確保が必要

 直轄管理国道と県管理道路が交差する交差点は172箇所

 同時施工を令和2(2020)年度に6箇所実施

安全な通行確保のため、交差点部の同時施工など、国等との
連携をさらに強化し、計画的に進めることが重要

交差点部の路面標示の同時施工５年後の状況

令和3(2021)年3月3日
第2回路面標示連絡調整会議

（修繕率14％)

（修繕率56％)

国との連携で同時施工した事例

約32km

直轄国道事務所・県警・県で構成する路
面標示連絡調整会議を設立し、路面標示
の維持管理の連携強化を進めている

国道

【県土整備部】23

８ 社会資本整備に係る地方財政への支援・充実

道路施設の老朽化対策推進への支援、路面標示塗替えの連携強化



通学路の交通安全対策に必要な予算を確保すること。

【県土整備部】

要望内容

24

通学路の交通安全対策予算の確保が必要

【防災・安全交付金の重点配分対象事業】
通学路交通安全プログラムに基づく交通安全対策事業の要望額（所要額）
と内示額

単位：百万円

 千葉県八街市の児童死傷事故を受け、歩道や防護柵の設置等、地域の実情
に対応した効果的な対策を検討し、可能なものから速やかに実施

通学路の交通安全対策を推進するための予算確保

全ての市町で通学路交通安全プログラムを策定し、PDCAサイクルの継続的な取組を進めながら対策を実施
交通安全対策補助事業（地区内連携）や防災・安全交付金を活用し、対策を進めているが、進捗率は48％であり、
予算の確保が必要

【通学路対策】

【未就学児対策】
 令和元(2019)年度に緊急安全点検実施

 令和２(2020)年度末時点の進捗率62％

※県においては令和２(2020)年度末までに要対策

箇所（239箇所）すべて完了

 平成24(2012)年度に緊急合同点検実施

 要対策箇所を重点的に対策実施

 令和２(2020)年度末時点の進捗率48％

対策後

対策後

通学路総点検による対
策が講じられるまでの
間に、すぐできる対策
を県単独事業費で速や
かに実施

48％
（476
箇所）

52％
（520
箇所）

■未対策 ■対策済
※県および県内市町の対策

■未対策 ■対策済
※県および県内市町の対策

48％
（342
箇所） 62％

（561
箇所）

対策例

対策前

対策前

(2021)(2020)(2019)(2018)

８ 社会資本整備に係る地方財政への支援・充実

通学路の交通安全対策推進への支援



【県土整備部】

要望内容 ＡＩカメラを含め地方自治体が進める道路のＤＸに対して、国からの技術的・財政的な支援を拡充すること。

R２(2020)年度

R３(2021)年度～

都道府県で全国初！

ＡＩ路面標示劣化検知システムの共同開発（三重大、県警、県）

県内主要道路１０箇所

AIカメラによる
常時観測システムを導入

新型コロナ対策として
交通量を道路情報板に
表示して呼びかけ

R３(2021)年度～

システムの試験運用開始予定

R４(2022)年度～

交通マネジメントのDXへの支援 メンテナンスのDXへの支援

感染症対策も含め平常時や災害時にＩＴを活用し、安全で
円滑な通行を確保

老朽化が進む区画線や横断歩道をＩＴを使い効率的に更新し、
安全を確保

その他、交通量の増減を
HPやツイッターで公表

R4(2022)年度～

平常時：交通量データの常時観測による渋滞や

25

８ 社会資本整備に係る地方財政への支援・充実

交通マネジメント・メンテナンスのＤＸへの支援

AIカメラによる
観測体制の拡充

平常時 災害時

交通量の
常時観測

冠水・積雪等
の異常検知



新たに必要となる情報共有システム
構築の費用は河川管理者・ダム管理
者双方が管理区分で応分の負担が必要

【県土整備部】

要 望
内 容

26

２ 基本方針・整備計画の策定・見直し

１ 流域治水の取組の確実な推進

４ 事前放流に伴う情報共有システムの構築

情報共有システム構築に対する
財政支援を！

１ 流域治水の取組を確実に進めるため、長期安定的に予算を確保すること。
２ 河川整備基本方針・河川整備計画策定に係る業務を社会資本整備総合交付金制度の対象とすること。
３ 水害リスク情報の充実を図るため、リードタイムの確保が難しい中小河川の危険水位設定について国による技術的支援を
行うこと。

４ 利水ダムの事前放流にあたり新たに必要となる情報共有システムの構築に対する財政支援を行うこと。

「流域治水プロジェクト」を策定し、「流域治水」の現場レベルでの取組が本格的にスタート！

３ 中小河川の危険水位の設定

流域治水の取組を確実に進めるため長期安定的な財政支援を！

「５か年加速化対策」による確実な予算確保および
「５か年加速化対策」後の継続的な予算確保が必要

リードタイムの確保が難しい中小河川についても「危険水位」が設定
できるよう、国による技術的支援を！

危機管理型水位計の水位設定について、
中小河川は、「危険水位」の設定方法が
示されていない

基本方針・整備計画の策定・見直しに
係る業務を交付金制度の対象に！

頻発化・激甚化する水災害をふまえると
気候変動の影響を考慮した治水計画の
策定・見直しが必要

県民の適切な避難行動を確保するため
「危険水位」の設定が必要

新宮川水系の基本方針見直し

計画策定・見直しに係る業務は交付金
制度の対象外

危険水位

氾濫開始水位

観測開始水位
水位

R2（2020）年度
全ての一級水系で流域治水プロジェクトを公表
R3（2021）年度
全ての二級水系で流域治水プロジェクトを策定予定

予測される
流入総量

洪水調節容量が増加
洪水調節容量

利水容量

堆砂容量 堆砂容量

予測される
流入総量

利水容量

洪水調節容量

事前放流により
さらに容量を確保

事前放流の実施

事前放流により
利水容量を一時的に使用

事前放流

洪水調節容量

基本方針
次期

利水ダムのシステム構築には土地改良
区など利水者の財政負担が必要

８ 社会資本整備に係る地方財政への支援・充実

流域治水の取組の推進への支援



木曽川 

県海岸事業 

長島地区海岸 

(H29完成) 

整備済区間 

計画区間 

国道 23号 
国道 1号 

ＪＲ・近鉄 

桑名市 

←直轄河川→ 

事業 
鍋田川 

県河川事業 

桑名市 

湾岸桑名 IC 

湾岸長島 IC 

湾岸長島 PA 

東名阪自動車道 

揖斐･長良川 

川越町 
←直轄河川→ 

事業 

木曽岬町 

伊勢湾岸自動車道 

みえ川越 IC 

県海岸事業 

川越地区海岸 

県海岸事業 

城南第一地区海岸 

 

 

高潮浸水被害への関心の高まり 

耐震対策が必要な河川管理施設 

河川堤防 L=51.2㎞ 

排水機場 N=8施設 

水門・樋門 N=16基 

・伊勢湾沿岸[三重県区間]の高潮浸水想定区域図を公表 (令和２(2020)年８月) 

・想定の結果、11市町において約288km2が浸水 

・堤防背後住民らの関心の高まり 

【県土整備部】 

 要望 

内容 

27 

【河川・海岸事業】ゼロメートル地帯における堤防等の地震対策を実施

三重県の沿岸は、「ゼロメートル地帯」や「津波避難対策

特別強化地域」であり、被災リスクが非常に高い。 

南海トラフ地震による被災リスクの高い「ゼロメートル地帯」や「津波避難対策特別強化地域」などにおいて、緊急性の高い河川･海岸堤防

や水門･樋門などの地震・津波対策を重点的に推進できるよう、安定的に予算を確保すること。 

河川改修や高潮・侵食対策に加えて地震・津波対策を実施するには

既存の交付金事業では不充分 

地震・津波対策の予算確保が必要

８ 社会資本整備に係る地方財政への支援・充実 

緊急性の高い河川･海岸堤防や水門･樋門などの地震・津波対策の推進への支援 

城南第一地区、川越地区海岸の 

耐震対策を推進 

鍋田川の堤防耐震対策を 

推進 

直轄河川改修事業と合わせ、県河川・海岸事業を実施し、地域の安全･安心を確保 

【海岸事業】短時間で津波が到達する 
沿岸での津波対策を実施 

南海トラフ地震に備えた地震・津波対策 

地震による堤防の液状化 

大津波が短時間で来襲 
伊勢市 ○ 

津市 ○ 

桑名市 ○ 

四日市市 ○ 

ゼロメートル地帯  

津波避難対策特別強化地域 

・ゼロメートル地帯を含む県北部５市町に 

４８万人が居住（三重県全体の約３０％） 

・津波避難対策特別強化地域の海岸線延長は

約1,000kmにも及ぶ 

尾鷲市 ○ 

阿田和地区海岸の津波対策事例（御浜町） 

無堤区間を解消し 

津波被害を軽減 

海岸事業 河川事業 

●南海トラフ地震の今後30年以内の発生確率は70～80％！

県北部 

県中部 

県南部 

鈴鹿市 ○ 

松阪市 ○ 

○鳥羽市

志摩市 
○ 

熊野市 ○ 

【河川事業】津波の遡上が想定される 
河口部にて耐震対策を実施 

二級河川笹笛川 

水門耐震対策（明和町） 

巨大地震に備えた耐震対策の

加速化が必要！ 

防災・安全交付金にて事業実施 

防災・安全交付金は減少傾向

であるため、進捗に支障をき

たしている！ 

県南部では、津波が最短２分で到達することから、

避難時間を少しでも確保できるよう、津波対策の

推進が必要！ 

伊勢湾台風後に整備された 

海岸施設が老朽化 

鍋田川（木曽岬町） 

二級河川堀切川 

堤防耐震対策（鈴鹿市） 

城南第一地区海岸（桑名市） 



 

19.92 H30

23 R1

20.89 R2

26.14 R3
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(29%)

（単位：百万円）

老朽化対策を着実に進めることが必要！ 着実な治水対策の推進が必要！ 
＜施設整備＞ ＜維持管理＞ 

 

〇河川整備率39.6% ※全国平均約50%を下回る 

〇下流域にはネック点となる河川横断工作物が集中 

→改修を進めるには多大な予算が必要！ 

○高潮海岸堤防整備率 66.2%

〇海岸堤防の多くは、伊勢湾台風後に整備され 

ており、築後 50年以上経過し老朽化が進行！ 

【県土整備部】 

要 望 

内 容 

現 状

治水安全度向上のため、河川改修、海岸 

事業の着実な推進が必要！ 

現状

課題

早期の課題解決に向けて
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３ 社会資本整備に係る地方財政への支援・充実    （国土交通省）

 
１ 長寿命化計画に基づく河川・海岸施設の老朽化対策を着実に進めるため、予算を確保すること。 

２ 着実な治水対策を推進するため、河川・海岸整備に係る予算を確保すること。 

老朽化対策を着実に進めるため、予算の確保が必要 

老朽化対策が予算に占める割合は、増加傾 

向であるため、河川・海岸整備予算は減少 

傾向！ 

施設の老朽化が進行している河川管理施設、

海岸保全施設の適切な維持管理が必要！ 

長寿命化計画に基づく老朽化対策の実施 

上野・白塚地区海岸（津市） 

海岸保全施設整備連携事業 
老朽化する海岸保全施設 

二見地区海岸（伊勢市） 

着実な治水対策を推進するため、予算の確保が必要 

河川・海岸整備予算が圧迫され、治水対策 

の進捗に支障をきたしている！ 

河川・海岸事業当初予算の推移（億円） 
※国土強靱化分を除く 

84％ 

29％ 16％ 

71％ 
65％ 

54％ 

46％ 
35％ 

〇全国的に水災害が激甚化・頻発化！（令和 3年梅雨前線豪雨、令和 2年 7月豪雨等） 

〇三重県においても令和元年 9月豪雨(北勢地域の豪雨)をはじめとした水災害が発生！ 

背 景

〇頻発化・激甚化する水害に備え、河川管理施

設、海岸保全施設の適切な維持管理が必要！ 

〇河川管理施設、海岸保全施設の多くは高度経済成

長期に建設 

→施設の老朽化が進行（県管理施設の多くが建設

後 50年経過） 

〇施設毎の長寿命化計画を策定し、予防保全的

な老朽化対策を実施

一級河川椋川 椋川橋（亀山市） 

河川改修 

課題

対策が必要な施設が多く、老朽化対策の

着実な進捗が困難な状況！ 

百々川排水機場 ポンプ設備（松阪市） 

予防保全的な維持管理によるコスト縮減（イメージ図） 早期の課題解決に向けて

令和元年 9 月豪雨 
北勢地域の浸水状況 

老朽化する河川管理施設 

三重県における大規模な水災害 
〇昭和 34年 台風第 15号（伊勢湾台風） 
〇昭和 49年 台風第 8号 梅雨前線（七夕豪雨） 
〇昭和 57年 台風第 10号 
〇平成 16年 台風第 21号 
〇平成 23年 台風第 12号（紀伊半島大水害） 
〇平成 29年 台風第 21号 
〇令和元年 北勢地域の豪雨 

施設の機能確保とライフサイクルコスト

の縮減を図る 

老朽化対策にかかる費用は、 
増加傾向！ 

標準計画
長寿命計画
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年度別費用：標準的な計画(シナリオ1)

年度別費用：長寿命計画(シナリオ2)

累計費用　：標準的な計画(シナリオ1）

累計費用　：長寿命計画(シナリオ2)

60

(百万円)
累計費用 1年あたり

標準計画 8,291 138.2
長寿命計画 6,913 115.2

60年間の保全費

予防保全 

事後保全 

予防保全的な対策は 

長期的なコスト縮減にも寄与！ 累
積
対
策
費(

折
線
グ
ラ
フ) 

年
度
別
対
策
費(

棒
グ
ラ
フ) 

８ 社会資本整備に係る地方財政への支援・充実

長寿命化計画に基づく河川・海岸施設の老朽化対策および治水対策の推進への支援
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百万円

ダム事業当初予算事業費（百万円）

長寿命化計画（R1～R10)に基づき、修繕
を計画的に実施

８ 社会資本整備に係る地方財政への支援・充実

【県土整備部】

長寿命化計画に基づく砂防関係施設の修繕やダム設備の更新を防災・安全交付金の対象とすること。要望内容
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ダム機能を確保するために長寿命化計画（H30～R29）に基づく設備更新を確実に推進

砂防関係施設の機能を確保するための修繕

欠損

施設は約2,300施設あり、今後も
施設数は増加

長寿命化計画に基づく施設修繕を確
実に進めていくためには、予算の安定
的・持続的な確保が必要

長寿命化計画に基づく砂防関係施設の修繕やダム設備の更新を確実に進めるためには、防災・安全交付金による支援が必要！

「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に位置付けられた砂防関係施設やダム設備の維持管理に対する財政支援の強化

県単独事業で対応することは、
重い財政負担

修繕は防災・安全交付金の対象外

ダム長寿命化計画

・ダム管理用制御処理設
備の更新

・テレメータ設備の更新

・放流警報設備の更新

・放流設備の更新

・減勢工の修繕

（低水放流設備の漏油状況）

ダムの機能を確保するための老朽化設備更新

砂防関係施設維持管理費（百万円）

通
年
の

維
持
管
理
費

長
寿
命
化
計

画
に
基
づ
く

修
繕
費

施設維持のため削減できない予算

(見込み) (見込み)

+75百万

長寿命化計画に基づく
・海岸保全施設の修繕
・河川管理施設の更新 既に交付金の対象！

設備更新は防災・安全交付金の対象外

ひび割れ枠内
損傷

+55百万
+242百万

+395百万

+299百万

(見込み)

長
寿
命
化
計
画
に
基
づ
く

更
新
費

保
守

点
検

（放流ゲートの発錆状況）

放流警報
設備更新

海岸：平成26(2014)年度
河川：平成21(2009)年度

制度化

+294百万

個別の設備更新費用
が大きいため、予算
の平準化が困難+434百万

+60百万 +65百万 +70百万

R３ R４ R５ R６ R７ （見込み）

砂防関係施設やダム設備の維持管理への支援



1

鳥羽駅

加
茂
川

鳥
羽
港

至 伊勢 大阪
名古屋

至 志摩
賢島

完成予想図

用地買収
34.6ha
(375筆)

鳥羽河内ダム

工事用道路工（完成区間）

凡例 整備前浸水想定区域
河川
主要道路

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

８ 社会資本整備に係る地方財政への支援・充実

【県土整備部】

鳥羽河内ダム建設事業

30

鳥羽河内ダム

令和3(2021)年8月17日
降雨状況

要望内容 鳥羽河内ダムについて、令和10（2028）年度完成に向け、必要な予算を確保すること。

令和10(2028)年度の完成に向けて事業推進中

＜現状＞ ５か年加速化対策による着実な事業推進
 「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」にダム建設が位置付けられる
 通常予算に加えて、国土強靱化予算が別枠にて配分

 令和３(2021)年度は14か月予算として、必要な予算を確保

＜背景＞ 頻発化・激甚化する豪雨災害

＜課題＞ 予算の確保
 令和４(2022)年度以降、事業費111億円が必要

 「５か年加速化対策」による確実な予算確保が必要
 「５か年加速化対策」後も継続した予算確保が必要

 令和３(2021)年８月の大雨では、九州・四国地方で甚大な被害
三重県でも８月17日 鳥羽市で140mmの記録的大雨発生

 鳥羽河内川流域では数年に1回、浸水被害が発生
平成27(2015)年９月９日の台風第18号では床下浸水8戸、床上浸水1戸の被害

「５か年加速化対策」期間

＜目標＞ 治水安全度の向上

鳥羽河内ダムの完成により

治水安全度が大きく向上！

地域の浸水被害が軽減！！

平成27(2015)年9月9日（台風第18号）

鳥羽河内川氾濫状況

凡例

■ 通常予算
■ 国土強靭化予算
■ R4(2022)以降予算

62

浸水面積(㏊)

整備前 整備後

12

浸水戸数(戸)

327

17

整備前 整備後

・平成29(2017)年度 工事用道路工事に着手
・令和２(2020)年度 用地買収完了
・令和５(2023)年度 本体工事着手予定

現状

H29

百万円

2,500

2,000

1,500

1,000

500

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

凡例
雨量
[mm/h]
■80～
■50～
■30～
■20～
■10～
■5～
■1～

ダム本体工事着手目標 ダム完成目標工事用道路工事 着工

鳥羽河内ダム建設の推進への支援

鳥羽河内ダム建設事業費の推移

用地買収全て完了



早期に土砂災害防止施設の整備が必要な24時間滞在型ではない要配慮者利用施設を保全する事業や過去に土砂災害が発生した
箇所における事業についても、防災・安全交付金における重点配分対象事業とすること。

【県土整備部】

要望内容

県内の土砂災害警戒区域内の401箇所の
要配慮者利用施設が未対策！

24時間滞在型ではない要配慮者利用施設
（診療所、幼稚園等329箇所）を保全する土
砂災害防止施設についても防災・安全交付
金の予算を重点的に配分して整備する必要
がある

要配慮者利用施設の早急な保全が求めら
れている

平成28(2016)年8月台風第10号によ
り岩手県岩泉町高齢者グループホ
ームで9名が亡くなる被害が発生！

要配慮者利用施設の被災事例

早期に土砂災害防止施設を完成させるために、２４時間滞在型ではない要配慮者利用施設
を保全する箇所と過去に土砂災害が発生した箇所については、予算の重点的な配分が必要

過去に土砂災害が
発生した箇所

再度災害が
発生する可
能性が高い

防災・安全交付金の予算を
重点的に配分して整備する
必要がある

過去に土砂災害が発生した箇所の事業
要配慮者利用施設を保全する事業

31

・防災拠点（避難所・官公署）を保全
・集落人家50戸以上を保全
・重要交通網を保全
・要配慮者利用施設を保全
（24時間滞在型の施設に限る！）

防災・安全交付金における
重点配分対象事業

要配慮者利用施設における避
難確保計画の策定について、
施設管理者に対して義務が課
され令和3(2021)年度までの計
画策定が進められている

県内の土砂災害の発生状況（件数）

令和２ (2020)
年度は、12件
の土砂災害が
発生！
県内では、平
均すると毎年
20件程度の
災害が発生！

【平成２３(2011)年９月 撮影】

里地谷通常砂防事業 （三重県 南牟婁郡紀宝町）

被災状況

里地谷は、平成23(2011)年9月の台風第12号に伴う豪雨により、
下流の人家等に甚大な被害を及ぼしたため、平成23(2011)年度
から平成26(2014)年度まで補助事業で進め、平成27(2015)年度
からは防災・安全交付金で砂防整備を進めている

最上流の
保全民家

早期に完成
する必要が
ある

交付金事業で実施

予算が重点配分されることで事業が進捗！
事業が進捗することで早期に土砂災害対策
事業の整備効果が発現

紀伊長島幼稚園

ソフト
対策

２４時間滞在型ではない
要配慮者利用施設を保全
する箇所は対象外！！

過去に土砂災害が発生した
箇所は対象外！！
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【令和３(2021)年4月 撮影】

８ 社会資本整備に係る地方財政への支援・充実

砂防事業推進への支援



 

耐震性能を有する処理場や幹線管渠の整備 ストックマネジメント計画に基づく老朽化対策 

五十鈴川幹線 

宮川流域下水道幹線管渠の早期供用開始 

～ 災害時においても防災拠点等の下水道機能を確保 ～ 

南部浄化センター（第２期）の早期供用開始 

宮川浄化センター 

｢機能停止の未然防止｣と｢ライフサイクルコストの最小化｣を 

目的としたストックマネジメント計画に基づく 計画的な改築が必要！ 

～ 安定的・継続的な下水道機能を確保 ～ 

想定津波高 

水処理施設 

(TP+5.0m) 

南海トラフ巨大地震の 

（耐震性能を有する） 

適切な改築が実施できないと 

処理施設の停止や機能低下が生じ、 

公共用水域の水質悪化を招くため 

公共的役割を果たすことができない！ 

伊勢警察署 

市立伊勢総合病院 

34年経過 

26年経過 

28年経過 

23年経過 

各浄化センタープラント設備の改築 

８ 社会資本整備に係る地方財政への支援・充実

【県土整備部】 

 
１ 災害時においても下水道機能を確保するため、耐震性能を有する下水道施設の整備に必要な予算を確保すること。 

２ 下水道施設を安定的かつ継続的に機能させるため、老朽化対策に必要な予算を確保すること。 

要 望 

内 容 

令和元（2019）年度に着手した水処理施設の建設を進める 

：施工予定区間 

：供用済区域 

：供用予定区域 

：施工済区間 
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津波緊急避難所 
（大型商業施設） 

県営サンアリーナ 

伊勢志摩広域防災拠点 

内宮幹線 

15年経過 
伊勢市消防本部庁舎・防災センター 

進捗状況 

完成予想図 

第２期 

下水道の浄化センター・幹線管渠の早期供用開始、浄化センターの老朽化対策の推進への支援 



津波避難対策特別強化地域 

津波が短時間(20分以内)に来襲する海岸 

高潮・侵食対策実施海岸   5海岸 

うち堤防強靱化対策実施海岸 4海岸 

対策① 天端・裏法ｺﾝｸﾘｰﾄの被覆厚を確保 

対策② 差鉄筋を配置し、構造の一体化 

対策③ 法尻ｺﾝｸﾘｰﾄによる洗掘防止 

海岸堤防強靱化対策の整備事例 

対策③ 

対策① 

対策② 

対策② 

宇治山田港海岸二見地区(今一色工区) 

港名 背後人口
津松阪港 約18万
鳥羽港 約14万
浜島港 約6万
吉津港 約1万
長島港 約1万
尾鷲港 約3万
鵜殿港 約4万

 

切迫する南海トラフ地震発生時に、経済を

支える海上交通ネットワークの維持や緊急

物資輸送機能を確保するため、港湾施設の

地震対策（耐震化）の早期整備が必要！ 

 

８ 社会資本整備に係る地方財政への支援・充実 

海岸保全施設・港湾施設の地震・津波・老朽化対策の推進への支援 

【県土整備部】 33 

三重県で想定される南海トラフ地震による被害

は、死者数約４万人、経済被害額約２１兆円と想定さ

れており、早期の対策が喫緊の課題となっている。 

特に、県南部では非常に大きな津波が短時間で来

襲することから、津波が堤防を越えた場合でも堤防

を壊れにくくする「海岸堤防強靱化対策」を実施する

ことで、住民等の避難時間の確保を図る。 

南海トラフ地震に備えた海岸堤防の整備 

切迫する南海トラフ地震や激甚化する気象災害から、国民の生命と財産を守る 

老朽化対策に伴い、仮施設による荷役制限を実施しており、 

港湾荷役に支障が出ているため早期整備が必要！ 

●南海トラフ地震の今後３０年以内の

発生確率は７０～８０％！

令和2(2020)年1月、国の地震調査委員会が南

海トラフ地震に伴う、津波の発生確率を公表 

県南部では、今後30年以内に津波が 

「非常に高い」確率で発生し、ほぼ全域 

で既設堤防を越える。 

「海岸堤防強靱化対策」の推進が必要！ 

大規模地震時の緊急輸送を確保するための地震対策 

鳥羽港（中之郷）：岸壁耐震性能不足 

長島港海岸 

要望内容 
１ 南海トラフ地震による被災リスクの高い「津波避難対策特別強化地域」において、緊急性の高い海岸保全施設の地震・津波対策を強
力に推進できるよう、予算を確保すること。 

２ 港湾施設の老朽化対策や地震対策を着実に進めるために必要な予算を確保すること。 

「津波避難対策特別強化地域」において地震・津波対策が強力に推進できるよう、

予算の確保が必要！ 

・四日市市

・津市

伊勢市・ 

尾鷲市・

鳥羽港海岸 

宇治山田港海岸 

的矢港海岸 

熊野市・

志摩市・
鳥羽市・ 

松阪市・

鈴鹿市・ 千代崎港海岸

桑名市・ 

長島港海岸 

整備前 整備後 
津波が海岸堤防を越流すると・・・ 

 水流や堤防裏法尻部の洗堀な

どにより堤防が破壊・転倒し海水

の流入量が増える 

津波が海岸堤防を越流して

も・・・ 

 堤防が破壊されず粘り強

く発揮 

津松阪港（大口地区） 

油脂類 

セメント 

油脂類 

ガラス 

ニッケル 

ニッケル 

中央埠頭 

大口埠頭 
北埠頭 

【改修済区間】 

【予防保全事業未改修区間】 
岸壁上部工老朽化状況 

仮配管による荷役状況 

安全な港湾荷役のための老朽化対策 

津松阪港 

鳥羽港 

浜島港 吉津港 

長島港 

尾鷲港 

鵜殿港 

三重県管理港湾

耐震強化岸壁の

背後人口 

鳥羽港の背後 

人口は県内で 

２番目に多い 

早期の地震対策（耐震化）が必要 

四日市港（他管理者） 

地域の産業・経済を支える港湾施設の老朽化対策と地震対策 

鳥羽港の耐震 

岸壁は県内で 

唯一、現耐震基準を満たさない 



駅候補地案概略位置図

関駅
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1306

1306

Ｅ１Ａ
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亀山JCT

亀山西JCT

関JCT

Ｅ２３

Ｅ１Ａ

【県土整備部】

要望内容 リニアインパクトの最大化に向け、リニア中央新幹線の中間駅を核としたまちづくりについて支援すること。

・リニア中央新幹線の中間駅から始まる新たな地方創生が重要！
・三重県の玄関口としての駅周辺のまちづくりが必要！

８ 社会資本整備に係る地方財政への支援・充実

リニア中央新幹線の中間駅を核としたまちづくりの推進への支援

エリアA
住宅団地が立地するとともに、産業拠点や鈴鹿市街地等
にも近く、産業・商業面等での相乗効果が期待できる。

エリアB
産業拠点や歴史文化資源にも近く、産業・観光面等
での相乗効果が期待できる。

エリアC
県都や主要観光地にも近く、産業・学術研究・観光面
での広域的な連携が期待できる。

亀山市

津市

松阪市

伊勢市

伊賀市

桑名市

いなべ市

鈴鹿市

四日市市

駅候補地案 各エリアの主な特徴

亀山駅

下庄駅

井田川駅

亀山PA・SIC

亀山IC

Ｅ２３

津 市

鈴鹿市

亀山市

（亀山市資料を元に県が加工）
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三重県駅候補地選定

スケジュール（三重県想定）

2021 ・有識者による評価・分析

2022 ・市町や経済団体との意見交換
・＜夏頃＞ 「三重県駅」としての
駅候補地を決議【県同盟会総会】
・ＪＲ東海へ要望

2023
～
2026

2027 ・工事実施計画の申請・認可

・建設工事の着手

2037 全線開業（予定）

三重県駅候補地選定

スケジュール（三重県想定）

計画段階環境配慮書

環境影響評価方法書

環境影響評価準備書

環境影響評価書

ＪＲ東海による環境影響評価



８ 社会資本整備に係る地方財政への支援・充実

要望内容 ワーケーションやＰａｒｋ－ＰＦＩ等による、都市公園施設を活用した交流人口の拡大に向けた取組を支援すること。

【県土整備部】35
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H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

県営都市公園の

利用者数の推移

北勢中央公園 鈴鹿青少年の森 亀山ｻﾝｼｬｲﾝﾊﾟｰｸ 大仏山公園 熊野灘臨海公園

● 魅力ある公園施設（ワーケーション等）により広域的な集客力を強化● 交流人口の拡大に取り組む都市公園

交
流
人
口
の

拡
大

集客エリアを拡大

中勢グリーンパーク
（津市）

コロナ禍

広域滞在型観光拠点として
新プールを整備

熊野灘臨海公園（三重県）

グランピングドーム（民間事業と連携）

広域的な集客力を強化し
観光誘客を促進！

関西圏

中央緑地（四日市市）

中勢グリーンパーク（津市）

● 民間活力の活用(Park-PFI)により集客エリアを拡大

鈴鹿青少年の森（三重県）
中央緑地ここよか
（四日市市）

R3.4 オープン

5か月で
6.4万人が利用！

新たなニーズへの対応
収益を管理水準向上に還元

公園としての魅力向上により
集客エリアを拡大！

R5.2 オープン予定

２割減
（前年度比）

R5.4 オープン予定

松阪総合運動公園
スケートパーク（松阪市）

全国最大規模！
利用登録者数1.2万人
県外比率35％

R5 オープン予定

H31.4 オープン

ここでしか体験できない
魅力ある公園施設を整備

松阪総合運動公園（松阪市）

広域的な
集客力を強化

中京圏

新プールの整備イメージ

R3.10 オープン

幅広い世代に親しまれる
新たな賑わい拠点として整備

熊野市防災公園
熊野スカイパーク球場（熊野市）

ソフトボールの聖地
として、全国規模の
大会を誘致

H30.8 オープン

熊野市防災公園（熊野市）

都市公園施設を活用した交流人口の拡大に向けた取組への支援



 

 

１ 大規模自然災害の備えとして、緊急輸送道路の無電柱化に必要な街路整備の予算を確保すること。 

２ 通学路等の安全対策に必要な街路整備の予算を確保すること。 

３ 大規模自然災害の備えとして、防災拠点や避難地となる都市公園整備の予算を確保すること。 

４ 都市公園の老朽化対策を着実に実施していくための予算を確保すること。 

防災拠点等の機能向上 緊急輸送道路の無電柱化 

通学路等の安全対策 

要 望 

内 容 

街路 

街路 

都市公園 

【県土整備部】 

千葉県では令和元年房総半島台風の影響で、約２，０００
本の電柱が倒壊し、停電の長期化など、住民生活に甚大な
影響を与えた 

外宮度会橋線・外宮常磐線・本町宮川堤線（伊勢市）、尾鷲港新田線（尾鷲市） 

無電柱化を推進するためには多額の予算が必要！ 

緊急輸送道路の無電柱化に必要な 

街路整備の予算の確保を！ 

台風や地震による電柱倒壊のリスクが軽減できる無電柱化に

注目が集まっている 
伊勢の「お木曳き」行事（前回の写真） 

電柱が立ち並ぶ 

外宮常磐線 

神宮式年遷宮の祭事「お

木曳き」にも利用される 

市街地の通学路等は、歩行者の利用が多く、車両の通行も多い

が、歩道が未整備となっている箇所があり、歩行者の安全性が

確保されていない 

住宅等が密集している箇所も多く、用地補償に多額の予算が

必要！ 

通学路等の安全対策に必要な 

街路整備の予算の確保を！ 

桑部播磨線（桑名市）、野町国府線（鈴鹿市）、服部橋新都市線（伊賀市） 

街路整備が進む 

服部橋新都市線 

歩行者と自動車が錯綜し危険 

住宅等を移転して道路を拡幅 
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大規模自然災害の備えとして防災安全に資する 

都市公園整備の重要性は高まっている！ 

防災拠点や避難地となる 

都市公園整備の予算の確保を！ 

 県営熊野灘臨海公園（紀北町） 

 市営香良洲高台防災公園（津市） 

避難路 

海水浴場 

高台広場整備 

防災公園 

都市公園 都市公園の老朽化対策 

・公園施設の老朽化が進み、公園利用者の安全・安心が確保できてい

ない施設がある 

・施設の老朽化により、南海トラフ巨大地震等の大規模災害発生時

に、十分な防災機能が発揮できない可能性がある 

長寿命化計画に基づき、計画的な修繕・更新が必要！ 

都市公園施設の老朽化対策に 

必要な予算の確保を！ 

 県営亀山サンシャインパーク（亀山市） 

更新前

更新後

避難 

・政府が南海トラフ地震の発生率を「70～80%」に引き上げ 

・激甚化・頻発化する自然災害等により、全国各地で甚大

な被害が発生 

全幅 L=16.0m 

現道 L=5.0m 拡幅 

８ 社会資本整備に係る地方財政への支援・充実 

 緊急輸送道路の無電柱化、通学路等の安全対策、都市公園の整備および老朽化対策の推進への支援 

防災公園 
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【県土整備部】 

JR 四日市駅と近鉄四日市駅を結ぶ中央通りの街路空間再編、公園再整備等により、居心地が 
良く歩きたくなるまちなかを形成し、賑わいの創出や魅力向上を図っていく 

８ 社会資本整備に係る地方財政への支援・充実 

市街地や都市公園における賑わいの創出への支援 

１ ウォーカブルな空間の形成に必要な予算を確保すること。 
２ 公園施設を利用したワーケーションの推進に必要な予算を確保すること。 

３ Ｐａｒｋ－ＰＦＩによる賑わいを創出するために必要な予算を確保すること。 

要 望 

内 容 

ウォーカブルな空間の形成 都市再生 

人口減少、生産年齢人口の減少により、市街地の活力が低下 

市街地に人が集まる動機や居心地の良さが必要！ 

ウォーカブルな空間の形成に  

必 要 な 予 算 の 確 保 を ！  

「ウォーカブル推進都市」の 

募集に、本県および１１市町 

(津市、四日市市、伊勢市、 

松阪市、桑名市、鈴鹿市、 

名張市、亀山市、熊野市、 

朝日町、明和町）が登録 
（令和３(2021)年７月３１日時点） 

都市公園  県営鈴鹿青少年の森（鈴鹿市） Park-PFIによる賑わいの創出 

 
・広大な公園であり、十分に活用できていないエリアがある 

・公園の供用開始から長年が経過し、利用者のニーズに対応

できていない 

Park-PFI（公募設置管理制度）による  

賑わいを創出するために必要な予算の確保を！ 

さらなる賑わいを創出するためには、利用者の 

ニーズに対応した新たな公園機能の導入が必要！  市営中勢グリーンパーク（津市） 

防災拠点 

ワーケーションの推進

防災拠点等の機能向上

都市公園 

コテージ改修【別途事業】 

（ワーケーション対応） 

PC作業スペース整備および 

Wi-Fi導入【別途事業】 老朽化したプールを新たな集客・誘客施設とし

て再整備し、新しいプールとの相乗効果による

集客力向上をめざす！ 

公園施設を利用したワーケーション 

の推進に必要な予算の確保を！ 海水浴場 

新プール整備イメージ図（熊野灘臨海公園） 

キッチンカ―イベントの様子 

遊具周辺の賑わいの様子 

熊野灘臨海公園やその周辺に広がる豊かな自然
環境、観光資源を活かしたワーケーションを推
進するための公園施設整備を実施している 

【別途事業】 

ＪＲ四日市駅 

諏訪公園再整備（公園）

リージョンコア YOKKAICHI地区（四日市市） 

鵜の森公園再整備（公園）

市役所東広場整備 

（地域生活基盤施設） 
情報版（サイン）整備 

（地域生活基盤施設）

中央通り街路空間再編 

（高質空間形成施設） 

近鉄四日市駅 

人工地盤（自由通路）整備 

（地域生活基盤施設） 

：都市・地域交通戦略推進事業 

：まちなかウォーカブル推進事業 

：バスタ事業（国直轄） 
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耐用年限を経過した公営住宅の除却事業は、 
要件なく交付金制度の対象に！ 
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【県土整備部】 
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要 望 

内 容 

住宅・建築物の耐震化促進 

居住支援協議会の活動促進のために必要な予算確保を 

狭あい道路解消促進 

住宅確保要配慮者への居住支援の推進 

公営住宅の除却事業の推進 

住宅・建築物耐震化促進のために必要な予算確保を 

・耐震診断補助 

・補強設計補助 

・耐震改修補助 

・除却補助 

耐用年限が過ぎた公営住宅の除却について、要件なく交付金制度の対象に 

居住者、利用者、まちの安全･安
心のために必要な予算確保を！ 

 要望 

 【国の基本方針】 
令和７（2025）年までに

耐震性が不十分な 

おおむね解消する必要がある

避難路沿道 
建築物 

住 宅

１ 耐用年限が過ぎた公営住宅の除却について、要件なく交付金制度の対象とすること。 
２ 居住支援協議会の活動補助金について、必要な予算を確保すること。 
３ 令和７（2025）年までに耐震性が不十分な住宅や建築物を解消するため、耐震化促進に必要な予算を確保すること。 
４ 安全な市街地形成のため、狭あい道路整備等促進事業に必要な予算を確保すること。 

住宅・建築物の耐震化率（三重県） 

住宅確保要配慮者への居住支援のために 
必要な予算確保を！ 

現状 

問題点 

除却事業の支援 

住  宅    避難路沿道建築物 

86.１%     21.0%  
 

問 題 点 現状 

狭あい道路解消促進のために必要な予算確保を 

安全な市街地の形成のために必要な予算確保を！ 
 要望 

問 題 点 

住宅、避難路沿道建築物 
への耐震化の支援 

セットバック部分が未整備だと 
通行上危険 

・測量・分筆・登記費用 
・工作物等の除却、移設費 
・セットバック部分の舗装 

狭あい道路整備等促進事業 

（21棟／100棟） 

○居住支援フォーラムの開催
○住宅相談会の開催
○居住支援制度のリーフレット（外国語版も含む）
の作成・配布

・県の居住支援活動が制限 
・市町単位の居住支援協議会設立への悪影響

 要望 

三重県居住支援連絡会の取組 

現状 要望 

除却費 

地方 

100 地方 

50 

国 
50 

耐用年限が過ぎ空き家となった 
公営住宅の例 

・防犯、景観上など周辺環境へ悪影
響。空き住棟は早期に除却が必要。 

・耐用年限が過ぎた公営住宅の除却 
の交付金要件が撤廃されると・・・。 

 国の支援で、 
計画的な 
除却が可能に！ 

更に… 

維持管理費の 
削減に！ 

令和２（2020）年度

末時点

 要望 

R3（2021）年度 要綱改正 

一定要件で除却事業が交付金対象に！ 

耐用年限が過ぎた住棟(102棟) 

県営住宅の全住棟(277棟) 

すでに空き住棟 

２９棟 

 高齢者は移転の
負担が大きい。 

要件である、入居者を他の公営住宅等
へ移転させることが困難 

 入居者の
平均年齢   
７５才 

（63万棟／73万棟） 

○住宅部局と福祉部局との連携
強化の働きかけ

○市町単位での居住支援協議会
設立を目指した勉強会の開催

などの活動 

R３（2021）年度 国の補助金が 

要望額の約６割に 

問 題 点 

公営住宅の除却事業の推進、住宅確保要配慮者への居住支援の推進、住宅・建築物の耐震化促進、狭あい道路解消促進への支援 

８ 社会資本整備に係る地方財政への支援・充実  



課題
・船舶の大型化による必要な水深を満たす岸壁の不足

・コンテナ船用の耐震強化岸壁が未整備

９ 背後圏産業の発展を支え、安全・安心を高める四日市港の整備推進①

コンテナ貨物量の増加や船舶の大型化への対応、災害対応力を強化するため、霞ヶ浦地区国際物流ターミナルの計画的な事業推進
に向けた予算を確保すること。

四日市港霞ヶ浦地区国際物流ターミナル整備事業（W81耐震強化岸壁)

コンテナ貨物

完成自動車

W80

W24
W25

W23

W26
W27

W22
南ふ頭 北ふ頭

南ふ頭 北ふ頭

臨港道路霞４号幹線
（四日市・いなばポートライン）

コンテナ貨物

完成自動車等

W27
(-12m)

W81（-14m）
(耐震強化岸壁)

要望
内容

W80
(-14m)

霞バイオマス
センター

霞バイオマス
センター

臨港道路霞４号幹線

（四日市・いなばポートライン）

現況

エネルギー
関連貨物

エネルギー
関連等貨物

W80
(-14m)

(-12m)

全線開通後

大

垣

市

四

日

市

港

整備前

5割減！

■輸送時間が大幅に短縮いなべ市

出所：中部地方整備局 北勢国道事務所HP

臨港道路
霞４号幹線

四日市港

至 岐阜・大垣方面

～1,500TEU

1,500～2,500TEU

１２m岸壁入港不可１２m岸壁入港可

2,500～3,500TEU

3,500 TEU ～

東南アジア航路のコンテナ船大型化の推移

令和３年度事業化 事業の効果

○コンテナターミナル集約による効率化

○災害時における社会・経済活動の維持
ふ頭再編後

W26
(-12m)

W25
(-12m)

W24
(-12m)

W23
(-12m)

W22
(-14m) 令和８年度暫定供用

令和10年度全面供用予定
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令和６年度開通予定

令和８年度開通予定

東海環状自動車道の全線開通による物流効率化



港湾施設の老朽化対策および海岸保全施設の地震・津波・高潮対策など、
「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を集中的に取り組むため、さらなる予算を確保すること。

四日市港の港湾・海岸整備事業の推進

要望
内容

９ 背後圏産業の発展を支え、安全・安心を高める四日市港の整備推進②

老朽化対策(W22,W24,W27,東防波堤)
港湾施設の多くが供用から50年
以上が経過し、老朽化が進行して
いるため、施設の延命化が必要

緑地護岸整備（千歳運河）

老朽化した物揚場を改修緑地護岸
として利用転換し、「みなと」を
核とした魅力ある空間の創出

港湾整備事業

東防波堤

千歳運河

W27

W24

W22

霞ヶ浦地区 四日市地区

【２２号岸壁】

【２４号岸壁】 【千歳運河4号物揚場】

【東防波堤】

上部工更新

海岸整備事業

地震・津波・高潮対策
海岸施設の老朽化対策に加え、
切迫する南海トラフ地震に
対する住民の安心・安全の確保
が必要

四日市港管理組合が所管する海岸保全区域における対策が必要な海岸保全施設 L=19.38km

第３コンビナート
○主な立地企業
・東ソー㈱
・ＫＨネオケム㈱
・東邦ガス㈱

第２コンビナート
○主な立地企業
・㈱JERA
・KHネオケム㈱
・コスモ石油㈱

第１コンビナート
○主な立地企業
・三菱ケミカル㈱
・昭和四日市石油㈱
・石原産業㈱

石油コンビナート等特別防災区域

塩浜地区

石原地区

１号地地区
富田港地区

【富田港地区】

【海岸保全施設の耐震・耐津波対策状況】 整備率 13.4％ （整備済 L=2.60 km 未整備 L=16.78km）

整備済
（増厚補強）

【1号地地区】

完成イメージ

上部工補修

下部工補修

緑地護岸整備
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専用岸壁
4,475万㌧

要望内容

第１コンビナート（塩浜地区）第３コンビナート（霞ヶ浦地区） 第２コンビナート（午起・大協地区）
JERA川越火力発電所

石炭中継・備蓄基地
LNG基地,LPG基地

産業の成長と発展、くらしを支える四日市港

カーボンニュートラルポート（CNP）形成計画の策定に対する支援制度を創設し、必要な予算を確保すること。

10 カーボンニュートラルポート（CNP)形成に向けた財政支援

沖合のシーバースから原油を輸入

製油所（第２コンビナート）

石油化学企業（第３コンビナート）

石油化学基礎品や誘導品を生産

原油からナフサ等の原料を製造

四日市の化学工業、石油製品等製造業の製品出荷額等
（約1.3兆円）は、三重県の７１％（東海３県の３１％）

（経済産業省：2020年工業統計）

第１・２コンビナートは
昭和30年代に形成
第３コンビナートは、
昭和40年代に形成

LNG

原油

揮発油

その他

重油

その他の石油

27％

30％

13％

8％

10％

9％

原料を加工

公共岸壁

1,152万㌧

完成自動車

28％

石炭

20％

その他

2020年総取扱貨物量 5,627万㌧

原油＋LNG

2,545万㌧

52％

（四日市港統計２０２０年速報）

四日市港の臨海部企業が競争力を維持した上で脱炭素化を推進

していくため、水素･燃料アンモニア等の活用の議論が必要！

JERA四日市火力発電所

最大出力 666万 ｋＷ

三重県内発電所最大出力計

(電力調査統計2021年６月分）

最大出力 480万 ｋＷ

≪化学工業、石油製品・石炭製品製造業の製造品出荷額等≫

臨海部には、製油所、
石油化学企業のほか
火力発電所や、LNG・
LPG基地が立地

愛知
三重

岐阜

50％
43％

7％

四日市

71％

その他
29％

東海三県

4.2兆円

専用岸壁の取扱貨物のうち、

５７％が原油とLNG

公共岸壁の取扱貨物のうち

２８％が石炭

船舶の脱炭素化への対応

伊勢湾・三河湾に入港するLNG燃料船
に対するバンカリング拠点を川越地区
に形成（R2.10～）

四日市港を拠点とする燃料供給船
(11隻)の係留基地へ陸電供給施設
(４基）を設置（H30～）

LNGバンカリング船（かぐや）

１号さん橋

霞西１号さん橋
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【雇用経済部観光局】

要望
内容

12 地方への観光誘客に向けた取組の推進

【現状】

１ 令和４（2022）年度もＧｏＴｏトラベル事業を継続するための予算を確保すること。さらに、インバウンド推進の観点
から、感染状況が収束に向かった際には、他国との競争に打ち勝ち、訪日旅行を促進するため、訪日外国人への旅行費用
の助成等のインセンティブ策を講じること。

２ 外国人旅行者の地方への誘客を一層促進するため、海外旅行会社等と連携した感染症対策の検証や新たなコンテンツの
開発等、地方によるウイズコロナおよびアフターコロナのニーズをふまえた旅行商品の造成・販売促進の取組を支援する
ための予算を拡充すること。

３ 疲弊する観光事業者や交通事業者を継続的に支援するため、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（事業
者支援分）を令和４（2022）年度予算でも確保し、地方において柔軟に事業者支援を行えるようにすること。

○新型コロナの影響で、国内／海外からの観光客が激減

【課題】

○需要喚起にはＧｏＴｏトラベル事業の継続が必要
○インバウンド誘客の他国との競争激化
⇒ 訪日旅行へのインセンティブが必要

（１）ＧｏＴｏトラベル事業の継続等 （２）外国人旅行者の地方への誘客促進

○新型コロナの影響で、海外からの観光客が激減
○訪日旅行者のニーズが変化（密回避、豊かな自然）

【現状】

○安全・安心な旅行への関心の高まり
⇒ 有名観光地での人混みの回避

○自然が豊かな地方を訪れたいというニーズ
⇒ 地方ならではの魅力あるコンテンツ開発が必要

【課題】

○新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を
活用し、疲弊する観光事業者や交通事業者を支援

【現状】

【課題】

（３）観光事業者・交通事業者への支援

○感染拡大時には、継続した事業者への
支援が必要

・7月から12月の間、
Go Toトラベル事業と
県の需要喚起事業の
相乗効果で、大きな
旅行需要を獲得！
・Go Toトラベル事業
一時停止後、激減

Go To
開始

Go To
一時停止
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【地域連携部】

要望
内容

名古屋・大阪間のルート・駅位置の早期確定と一日も早い全線開業の実現に向けた取組を強力に進めること。
リニアインパクトの最大化に向け、アクセス道路をはじめリニア中間駅を核とした道路ネットワークやまちづくりについて支援

策を講じること。

13 リニア中央新幹線の早期全線開業および地方のリニアインパクト

最大化への支援強化

2021 ・有識者による評価・
分析

2022 ・市町や経済団体との
意見交換
・＜夏頃＞ 「三重県駅」
としての駅候補地を
決議【県同盟会総会】
・ＪＲ東海へ要望

2023
～
2026

2027

2037 全線開業（予定）

三重県駅候補地選定

スケジュール（三重県想定）

計画段階環境配慮書

環境影響評価方法書

環境影響評価準備書

環境影響評価書

ＪＲ東海による
環境影響評価

・工事実施計画の申請・
認可
・建設工事の着手

◎リニアインパクトの最大化による地方創生
～本県が描くリニアインパクト～

〇集客交流
〇産業振興
〇交通ネットワーク（公共交通・道路）の構築
〇リニア駅を核としたまちづくり

・ 東京・名古屋間の2027年開業に向け、着実に工事が進められるよう、引き続き、国においても連携・調整が必要！
・ 名古屋・大阪間の早期事業着手や工期短縮などに向け、国において準備や体制づくりが必要！
・ 名古屋・大阪間のルート・駅位置の早期確定により、リニア駅を核とした広域交通ネットワークの構築や駅周辺のまちづくり等に速やかに取り組み、地方創生を
図ることが重要！

北陸新幹線

中部圏

関西圏

亀山市

三重県・亀山市は、中部圏と関西圏の結節点
として人やモノの対流を促進
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伊勢関IC

計画路線

駅位置

ルート範囲

北陸新幹線
（整備中区間）
北陸新幹線
（未着工区間）
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